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1. はじめに
車椅子シーティングは車椅子利用者に快適な座

位環境を提供して日常生活動作の自立、生活の質
の向上を支援する技術である 1）。車椅子シーティ
ングは理学療法士だけでなく、医師・作業療法
士・福祉用具業者など各専門家で組織的に実施す
ることが重要とされており 2）、車椅子シーティン
グチームによる実践事例が報告されている。最近
では、急性期における摂食嚥下機能改善を目的と
した報告 3）、回復期における褥瘡予防および改善
を目的とした報告 4）、特別養護老人ホームでの報
告 5,6）、さらにシーティングクリニックと題した外
来での報告もある 7）。一方で、急性期における褥

瘡予防を目的とした報告では、チームで関わった
対象者の数などについて記載されているもの
の 8）、活動頻度、対象疾患や車椅子シーティング
の内容や目的について具体的に報告しているもの
はない。
そこで、本報告では回復期リハビリテーション
病棟である我々の施設における車椅子シーティン
グチームの具体的な活動および実績について報告
を行う。

2. 施設紹介
本施設は大阪府高槻市にあり、回復期リハビリ
テーション病棟 215床、障がい者病棟 54床の計

◎活動報告

多職種による車椅子シーティングチームの取り組み
～回復期リハビリテーション病棟における活動報告～

Initiatives of a multidisciplinary wheelchair seating team: Activity report from a rehabilitation hospital

塩見啓悟 1），松藤勝太 1,2），高良智香 1），笹尾実咲 1），辻成一郎 1），吉村淳平 1），越智葵 1），
篠原怜美 1），池上泰友 1），松永陽子 3），馬嶋きみ代 4），北村雅俊 5），松岡美保子 6）

要 旨

車椅子シーティングは多職種で構成されたチームで組織的に実施することが重要とされてい
るものの、回復期における車椅子シーティングチームによる実践報告は少ない。我々の施設
では 2016年 2月より医師、看護師、作業療法士、理学療法士、さらに福祉用具業者を含めた
多職種でチームを構成し、車椅子検討会と題して、入院患者の車椅子シーティングに取り組
んでいる。7年間での車椅子検討会は 500回を超え、さまざまな疾患の患者へ対応してきた。
本稿ではその取り組みについて紹介する。
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269床を有する病院である。対象疾患は脳血管疾
患、整形外科疾患、および脊髄損傷など多岐にわ
たる。本施設では通常の診療業務に加えて臨床グ
ループという取り組みがあり、理学療法士は任意
の臨床グループに所属することになっている。臨
床グループは装具班や脊髄損傷班、心臓リハビリ
テーション班、車椅子班（車椅子シーティングチー
ム）などのグループが活動しており、車椅子シー
ティングチームは約 10人の理学療法士が所属し、
車椅子検討会を主な活動としている。

3. 車椅子検討会の活動報告
3─1	 車椅子検討会の歴史
本施設では入院患者に対して 2011年 2月より、
福祉用具業者からレンタルした車椅子や歩行補助
具を使用するという総レンタル化を導入し、患者
一人一人に適した福祉用具を提供する取り組みを
始めた。そして、2013年 2月より理学療法士のみ
で車椅子検討会の取り組みを開始した。しかし、
理学療法士のみでは幅広い視点での検討が困難で
あり、車椅子シーティングに難渋するケースが多
くあったため、2016年 2月より医師、看護師、作
業療法士、福祉用具業者を含めた多職種でチーム
を構成した。役割としては、医師は機能的予後や
方向性を述べ、看護師は病棟生活の様子を共有、
作業療法士は日常生活動作能力の確認、理学療法
士は座位および基本動作の評価や座圧測定、福祉
用具業者は車椅子機種やクッション種類の提供な
ど、それぞれの専門性を発揮してチームで車椅子
シーティングを行っている。車椅子検討会は 1件
あたり 30分間で、毎週 1回 2件実施している。

3─2	 車椅子検討会の流れ
車椅子検討会の流れとしては、患者をティルト

リクライニング型車椅子から普通型車椅子へ移行
したいが車椅子のどの機種が患者の身体に最適な
のか担当理学療法士では判断がつかない場合や、
食事の際に車椅子上で患者の姿勢が崩れている場
合、臨床場面で担当理学療法士が患者の車椅子
シーティングに悩む場合など、①まずは当該病棟
の車椅子シーティングチーム所属の理学療法士に
相談をする。それでも車椅子シーティングがうま

くいかない場合に車椅子検討会を行う。②車椅子
検討会では、まずプラットフォームにて端座位で
姿勢やバランス能力を評価し、座圧測定や車椅子
5 m駆動時間などを評価した上で車椅子の選定や
調整を行う。必要な物品が決まり次第、レンタル
の準備にとりかかる。③車椅子検討会の数日後に
は、車椅子検討会での結果が病棟内に反映されて
問題なく過ごせているかどうかを確認するため
に、車椅子シーティングチームの理学療法士が当
該患者のもとへ伺い、評価する。必要に応じて再
度車椅子シーティングを行うこともある。④月に
2回のミーティングで、車椅子検討会で車椅子
シーティングを行った患者の振り返りを実施して
いる（図1）。なお、患者の全身状態や意識障害に
よっては、再検討する場合もある。

3─3	 車椅子検討会の実績
多職種での車椅子検討会を開始した 2016年

2月 1日から 2023年 3月 31日の 7年間で実施し
た車椅子検討会において、患者の疾患、Hoffer座
位能力分類、検討内容を調査した。7年間で実施
した車椅子検討会は合計 508件（2016年 2月 1日
～ 3月 31日：5件、2016年度 63件、2017年度 69
件、2018年度 72件、2019年度 92件、2020年度
68件、2021年度 81件、2022年度 58件）で、男性
331人（65.2％）、年齢中央値は 71歳であった。疾
患は脳血管疾患 255人（50.2％）、脊髄損傷 212人
（41.7％）、整形外科疾患 35人（6.9％）、その他 6人
（1.2％）であった（表1）。図2は検討内容の割合を
示しており、最も割合が高かったのは入院中に使
用する普通型車椅子の検討 61.8％で、ティルトリ
クライニング型車椅子から普通型車椅子へ移行を
検討する場合や病院の普通型車椅子からレンタル
の普通型車椅子へ移行する場合に、患者に合った
適切な車椅子を選定している。次にティルトリク
ライニング型車椅子の検討 43.5％であった。また、
現在使用している車椅子の適合性確認 29.1％、車
椅子座位時の座圧評価と除圧指導 19.9％も割合が
高かった。
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3─4	 車椅子検討会における評価および	
介入結果

車椅子検討会では、座位姿勢以外の評価として
Hoffer座位能力分類、車椅子 5 m駆動時間、およ
び座圧を評価している。Hoffer座位能力分類は I
（手の支持なしで座位可能）14.0％、II（手の支持で
座位可能）40.9％、III（座位不能）45.1％であった（表
1）。
座圧測定は、体圧分布センサー SRソフトビ
ジョン TM（住友理工株式会社製）を使用しており、
どの部位に座圧がかかっているのかをヒートマッ
プで客観的に評価することができる。座圧のピー
ク値が高く、その状態が長くなることで疼痛や褥
瘡などが発生してしまうリスクがあるため、車椅
子検討会の際に必要に応じて除圧指導も行ってい

医師

理学療法士

理学療法士

作業療法士

福祉用具業者

図 1　車椅子検討会の流れ
①当該病棟の車椅子シーティングチーム所属の理学療法士に相談をしている場面、②多職種で車椅子検討会を行い、レンタルする車椅
子やクッションを確認している場面、③車椅子検討会での結果が病棟内に反映されて問題なく過ごせているかどうかを確認している場
面、④車椅子検討会で車椅子シーティングを行った患者の振り返りをミーティングで行っている場面

表 1　車椅子検討会の実績
件数 508件
性別
男性  331人 （65.2％）
女性 177人 （34.8％）
年齢（歳） 71（54、80）
対象疾患
脳血管疾患 255人 （50.2％）
脊髄損傷 212人 （41.7％）
整形外科疾患 35人 （6.9％）
その他 6人 （1.2％）

Hoffer座位能力分類
I：手の支持なしで座位可能 71人 （14.0％）
II：手の支持で座位可能 208人 （40.9％）
III：座位不能 229人 （45.1％）

連続変数は中央値（25パーセンタイル値、75パーセン
タイル値）、カテゴリー変数は人数（％）を示している。
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る。除圧指導が行えて、検討会前後で座圧のピー
ク値を測定できた 77人を対象に比較した結果、検
討会後の座圧のピーク値は有意に低下していた
（図3）。車椅子検討会によって、座位時の除圧に
即時効果が得られた。

4. 今後の課題
我々の車椅子シーティングチームにおける課題

は大きく三つある。一つ目は車椅子シーティング
の質の維持・向上である。車椅子シーティング

チームに所属する理学療法士が車椅子検討会に参
加しているものの、定期的な院内のローテーショ
ンによりチーム編成が生じる。新たにグループへ
参加した理学療法士が一定の車椅子シーティング
を行えるよう、現在は On-the-Job-Training（OJT）
や勉強会、ミーティングでの事例の振り返りなど
を定期的に行っているものの、経験や知識の不足
が原因で車椅子シーティング効果に差が出ている
可能性がある。車椅子シーティング効果に差が出
ないように、よく遭遇する検討内容に対する具体
的な車椅子シーティング案をまとめた事例集やマ
ニュアルの作成も検討すべき事項である。また、
車椅子シーティングの質の維持・向上のために、
外部の勉強会へ参加することで新たな知見や他施
設での取り組みについて触れることも重要であ
る。
二つ目の課題は検討会の時に解決できた課題が
病棟生活の中で対応されていないケースがある。
検討会の時に指導した除圧の方法や時間などが実
際の病棟生活では反映されていないということは
残念ながらある。その原因は看護師への伝達が不
十分であることや、看護師が通常業務に加えて実
施するには負担が大きいなどさまざまである。車
椅子検討会では実際の病棟生活を想定したうえで
車椅子シーティングを検討するようにしている

図 2　車椅子検討会における検討内容の割合

図 3　車椅子検討会前後における座圧ピーク値の比較
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が、それでも上記の課題が起こる可能性はあるた
め、車椅子検討会後のフォローアップは引き続き
行う必要がある。
三つ目は車椅子シーティングの評価指標であ

る。我々は Hoffer座位能力分類、車椅子 5 m駆動
時間、および座圧測定を評価しているものの、車
椅子シーティングに関してよく報告されている姿
勢やズレ度、上肢機能などに関する評価 9）は実施
していない。患者によってこれらの評価も選択肢
として取り入れることは有益であるため、検討す
べき課題である。

5. まとめ
我々の施設における車椅子シーティングチーム

の具体的な活動および実績について報告した。車
椅子検討会の対象となる患者は座位保持に介助が
必要な脳血管疾患および脊髄損傷患者が多く、入
院中に使用する車椅子選定への対応が多いことが
わかった。今後は車椅子シーティングの質維持・
向上のためにスタッフ指導、マニュアル作成や評
価指標などについて検討し、患者により良い座位
環境を提供していきたい。本報告が回復期リハビ
リテーション病棟における車椅子シーティング
チームの立ち上げや運用の一助となれば幸いであ
る。

6. 利益相反
本報告において開示すべき利益相反はない。

7. 謝辞
この活動報告にご協力いただきました方々に心
より感謝申し上げます。
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Abstract:

It is important that wheelchair seating is implemented by a multi-disciplinary team in an 

organized manner, whereas only a few studies reported a wheelchair seating team in a 

convalescent rehabilitation unit. We have a multi-disciplinary team of doctors, nurses, vendors, 

occupational therapists and physical therapists, that focuses on wheelchair seating of inpatients. 

Since February 2016, this multidisciplinary team has held more than 500 wheelchair review 

meetings for inpatients with a variety of illnesses over seven years. This report outlines our 

approach.

Key words: wheelchair seating, multi-disciplinar y team, activity repor t, convalescent 

rehabilitation unit
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1. はじめに
バイオフィードバックは、患者の無意識下にあ

る運動パターンを意識化することで、運動の修正
を助けることを可能とし 1）、歩行中の関節角度や
床反力などの歩行指標をフィードバックすること

で、歩行中の関節角度や歩行時の前方推進力を改
善した報告がある 2─5）。
しかし、先行研究にて報告されているバイオ
フィードバック装置は、トレッドミルや 3次元動
作解析装置を用いて視覚および聴覚刺激を用いて

◎原著

ウェアラブルセンサーによる
関節角度のリアルタイムフィードバックを用いた歩行練習の介入効果：

人工膝関節置換術後患者 1例による検討
Effect of Gait Training Intervention Using Real-Time Feedback of Joint Angles Provided by Wearable Sensors: 

A Case Study of a Patient After Total Knee Arthroplasty

下世大治 1,2），宮﨑宣丞 3），荒木草太 4），竹下康文 5），松浦央憲 2），
赤﨑義彦 1），福崎弘樹 1），川田将之 6），木山良二 6）

要 旨

本研究では、人工膝関節全置換術後の身体機能が低下した患者（70代女性、Short Physical 

Performance Battery score：7点）に対し、ウェアラブルセンサーを用いたバイオフィードバッ
ク歩行練習の効果を検証した。フィードバックは、前遊脚期における足関節底屈角度が快適
歩行時より 20％以上増加した際にリアルタイムに聴覚刺激を与えるものであり、1日 6分間
の歩行練習を 5日間施行し、両側の足関節底屈動作を促した。介入前後で歩行速度および関
節角度を比較し、運動学的な変化を前後比較デザインにて評価した。その結果、快適歩行速
度は介入前の 0.65 m/sから介入後 0.87 m/sへと、最小臨床的重要差を大きく上回る増加を
示した。フィードバックを行った足関節底屈角度は 24.3％減少し、下肢伸展角度や股関節伸
展角度が 21.0～ 69.3％増加した。ウェアラブルセンサーによるフィードバックを用いた歩行
練習は、身体機能の低下した高齢患者において歩容の変化を伴う歩行速度を向上させる可能
性が示された。
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フィードバックしているものが多く 5,6）、これらの
測定環境やフィードバックの様式は購入コストや
スペースの問題から臨床応用が進んでいない状況
である。動作に制約がない地上歩行において、対
象者それぞれの身体特性に合わせたフィードバッ
クが可能な手法の開発・効果の検証が必要と考え
られる。
ウェアラブルセンサーは、持ち運びやすさや測

定の簡便さから臨床における動作分析に広く用い
られる 7,8）。歩行練習にも応用されているが、ウェ
アラブルセンサーを用いた高齢者への介入が歩行
速度などの歩行パラメータに及ぼす効果について
は、その有効性が限定的であると報告されてい
る 9,10）。これらの報告のほとんどは即時効果に関
する検討であり、長期介入が歩行パラメータに及
ぼす効果については十分に明らかにされていな
い。
我々はウェアラブルセンサーを用いた歩行練習

の臨床応用に向けて、健常成人や身体機能が低下
した患者集団に対し、ウェアラブルセンサーを用
いた動作分析によるフィードバックを行い、歩行
中の関節角度や歩幅などの即時的な改善を認め
た 11,12）。我々の報告も即時効果の検証にとどまっ
ており、長期効果の検証に向けた取り組みが必要
である。
そこで本研究では、身体機能の低下した膝関節

全置換術（Total Knee Arthroplasty以下 TKA）後患
者に対し、ウェアラブルセンサーによる歩行測定
とバイオフィードバックを組み合わせた歩行練習
を 5日間実施し、歩行速度や歩行中の関節角度な
どの歩行パラメータに与える影響を検討した。

2. 対象と方法
2─1	 対象
対象は 70代女性。独居。介護保険サービスの利

用なし。既往に末期腎不全があり、週 3回の血液
透析を行っている。第 X─168病日に右 TKA術を
施行し、第 X─117病日に当院でのリハビリテー
ションの後在宅復帰したものの、左膝関節の運動
時疼痛は残存していた。今回、第 X病日に左 TKA
を実施し、術後リハビリテーションを目的として
第 X＋ 19病日に当院へ転院。翌日よりリハビリ

テーション介入開始となった。フィードバック導
入日（第 X＋ 36病日）の身体機能は、Short Physi-
cal Performance Battery（SPPB）：7点、5回立ち
座りテスト：13.51秒であった。SPPBは身体機能
低下の基準とされる 10点 13）を下回っていた。移
動能力としては、杖歩行にて 200 m程度歩行可能
であり、病棟内の移動は自立していた。本症例の
デマンドとしては、杖歩行にて 400 m程度自立し
て安全に歩行し、透析通院できるようになること
が挙げられた。
本研究は、当院倫理審査委員会（倫委承認番号 :
第 20─8号）を得た。なお、対象者には研究の目
的・内容・リスク等を十分に説明の上、文書によ
る同意を得た後に測定実施し、ヘルシンキ宣言に
則り倫理的配慮に基づいてデータを取り扱った。

2─2	 研究プロトコル・フィードバックの概要
本研究は、ウェアラブルセンサーによる歩行測
定とバイオフィードバックを組み合わせた歩行練
習の効果について前後比較デザインを用いて検討
した。図1に本症例の経過および本研究プロトコ
ル、フィードバックの詳細を示す。リハビリテー
ション開始日（第 X＋ 20病日）は膝関節の可動域
拡大と疼痛緩和を目標とした関節可動域練習やリ
ラクセーションなどの介入を行った。フィード
バック導入日（第 X＋ 36病日）には、術側膝関節
の可動域も反対側と同様（膝関節屈曲 110°）とな
り、自転車エルゴメーターを用いた有酸素運動や
歩行練習中心の介入となった。フィードバック導
入日（第 X＋ 36病日）～フィードバック終了日
（第 X＋ 43病日）の間、通常の理学療法に加えて
フィードバックを用いた歩行練習を 5日間実施し
た。本研究で用いたフィードバックは、歩行中の
関節角度が閾値を超えた際にその情報を、対象者
に対して、聴覚刺激を用いてリアルタイムに伝え
るものである 11,12）。前遊脚期における下肢伸展角
度および足関節底屈角度は歩行中の推進力や歩行
速度との関連が報告されており 14,15）、歩行機能改
善のための重要な歩行指標である。よって、フィー
ドバックの指標はフィードバック導入日（第 X＋
36病日）に、前遊脚期の下肢伸展角度（矢状面で大
転子と外果を結ぶ線と垂直線の角度）16）、あるいは
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足関節底屈角度を 1分間ずつそれぞれ練習し、対
象者が歩きやすいと感じた足関節底屈角度を選択
した（図1）。
フィードバック指標の閾値設定は先行研究に基

づき、快適歩行時から 20％増加させた値とし、前
遊脚期における足関節底屈角度が閾値を超えると
対象者と並んで歩く介入者の持つ小型 PC（One-
Mix3-Pro, Tech-One Co. Ltd.）から発せられるビー
プ音によって聴覚フィードバックを行った 11,12）。
介入は 1日あたり 1回とし、1回あたり 1分間の
フィードバック（on）と 1分間のフィードバック
なし（off）を 3セット行い、合計 6分間の歩行練習
を行った（図1）。聴覚フィードバックは手術を受
けた側（左側）で行ったが、歩容に関して「音が鳴る
ように両足を蹴ってください」と口頭教示し、両側
とも足関節底屈角度を増加させて歩くように指導
した。フィードバックがオフの間でも、指示され
た歩行方法を続けるように指示した。セット間の
休憩は適宜設け、血液透析日での実施の場合は
セット間休憩を長めに設定することで負荷量を調
整した。

2─3	 歩行評価
歩行評価をフィードバック導入日（第 X＋ 36
病日）およびフィードバック終了日（第 X＋ 43病
日）の 2時点で行い、前後比較デザインを用いて歩
行介入の効果を検討した。3軸加速度計、角速度
計、地磁気センサーで構成される慣性センサー
（MTw Awinda, Movella）を仙骨後面、両大腿・下
腿の前面、足背部に貼り、快適と最大の歩行速度
での 10 m歩行テストを各 2回、計 4回の歩行を
測定した。快適歩行速度の際には“いつも通りの速
さで歩いてください”、最大歩行速度の際には“無
理のない範囲で、なるべく速く歩いてください”と
口頭指示した。

2─4	 データ解析
サンプリング周波数は 100 Hzとした。MT Man-

ager（ver. 4.7.2, Movella）上のカルマンフィルター
を用いて、3軸加速度とグローバル座標系での傾
斜角度データを取得した。下腿センサーの最大後
方傾斜角度を用いて初期接地のタイミングを特定
し、歩行イベントを検出し 17）、それをもとにケイ
デンスをMATLAB（2020a, Mathworks）を用いて
算出した。歩行速度・ストライド長は慣性セン

図 1　本症例の経過・フィードバックの詳細
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サーを用いて歩行時間とケイデンスから算出し
た。各関節角度は、貼付した慣性センサーにより
骨盤、大腿、下腿、足部の各セグメントの相対オ
イラー角として算出した。下肢伸展角度は、先行
研究に基づき慣性センサーで測定した傾斜角度行
列とセグメント長で調整した大腿と下腿セグメン
トのベクトルを用いて算出した 16）。歩行データは
検出した初期接地のタイミングをもとに左右の
1歩行周期を 100％に時間正規化した。データは
各歩行の中央 5歩行周期を解析し、前遊脚期の下
肢伸展角度、足関節底屈角度の各歩行周期中の最
大値の平均値を算出した。介入前後の各歩行パラ
メータの変化率を比較し、介入効果を検討した。

2─5	 統計解析
統計学的検定は、歩行周期を通じた快適歩行条

件における各関節角度を介入前後で比較するため
に、Python 3.12.4にてオープンソースコード

（http://www.spm1d.org/）、2024年 8月 7日アク
セス）を使用して時間正規化を行った関節角度に
対して一次元統計的パラメトリックマッピング
（1D─SPM）対応 t検定を実施した。これにより、
歩行周期全体にわたる関節角度の連続的な変化を
評価することが可能となる 18,19）。有意水準は 5％
に設定した。介入前後の各パラメータの変化率、
および各関節角度の時系列データを 1D─SPM対
応 t検定を用いて比較し、介入の効果を評価した。

3. 結果
本症例の介入中の脱落および有害事象は認めな
かった。介入前後の快適歩行および最大歩行中の
各パラメータの変化率を表1に示す。
介入により、快適歩行速度は 33.2％、最大歩行
速度は 28.5％増加した。ストライド長・ケイデン
スは 7.2～ 20.4％増加した。下肢の関節角度は、
快適歩行条件では左右の下肢伸展角度および股関

表 1　介入前後の快適歩行および最大歩行条件中の各歩行パラメータの変化率
速度条件 介入前 介入後 変化率（％）

時空間的パラメータ
歩行速度（m/s） 快適 0.65 0.87 ＋ 33.2％

最大 0.80 1.04 ＋ 28.5％
ストライド （m） 快適 0.74 0.89 ＋ 20.4％

最大 0.80 0.95 ＋ 19.8％
ケイデンス（steps/min） 快適 106.05 117.19 ＋ 10.5％

最大 121.14 130.96 ＋ 7.2％
立脚後期の関節角度
右足関節底屈角度（°） 快適 21.2 16.1 － 24.3％

最大 15.2 16.8 ＋ 10.1％
左足関節底屈角度（°） 快適 25.4 18.3 － 27.8％

最大 17.2 16.6 － 3.3％
右下肢伸展角度（°） 快適 16.9 20.4 ＋ 21.0％

最大 19.5 21.3 ＋ 9.3％
左下肢伸展角度（°） 快適 14.5 19.6 ＋ 35.3％

最大 18.5 20.5 ＋ 11.0％
右股関節伸展角度（°） 快適 7.4 10.1 ＋ 36.7％

最大 9.0 9.5 ＋ 5.9％
左股関節伸展角度（°） 快適 6.9 11.7 ＋ 69.3％

最大 11.0 9.5 ＋ 54.6％
遊脚中期の関節角度
右膝関節屈曲角度（°） 快適 29.7 34.3 ＋ 15.4％

最大 38.3 40.0 ＋ 4.4％
左膝関節屈曲角度（°） 快適 41.3 45.2 ＋ 9.4％

最大 47.4 50.3 ＋ 6.3％
太字は増加した各歩行パラメータの変化率。
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節伸展角度が介入後に増加した。最大歩行条件で
は右足関節底屈角度、左右の下肢伸展角度および
股関節伸展角度が介入後に増加した。膝関節の屈
曲角度については、両側ともに快適歩行・最大歩
行条件にて増加した。

1D─SPM対応 t検定を用いた時系列データ分
析における検討結果について図2～ 4に示す。関
節角度のフィードバックを行った左右の足関節底
屈角度は、歩行周期の 0～ 52％および 70～ 99％
において有意に減少した（図2）。また、快適歩行
条件で歩行周期の 4～69％において両側の下肢伸
展角度が増加した（図3）。膝関節屈曲角度につい
て、右側では歩行周期における 2～ 5％および 59
～ 64％、87～ 98％で膝関節屈曲角度が増加した。
左側では歩行周期における 54～64％および 94～

95％で膝関節屈曲角度が増加した（図4）。

4. 考察
今回、身体機能が低下した TKA後患者に対し、

5日間のウェアラブルセンサーによるバイオ
フィードバックを用いた歩行練習を行い、歩行速
度や関節角度など歩容への影響について前後比較
デザインを用いて検討した。結果として、介入の
前後で快適歩行・最大歩行条件における歩行速度
およびストライド長・ケイデンスなどの時空間パ
ラメータは 7.2～ 33.2％増加がみられた。また、
運動学的指標に関してはフィードバックを行った
足関節底屈角度だけではなく、下肢伸展角度や股
関節伸展角度などの近位の下肢関節角度において
増加した。これらの結果より身体機能の低下した
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図 2　介入前後での快適歩行中の足関節角度の変化
Aは右足関節の 1歩行周期中の矢状面での角度、Bは右足関節の SPM{ t }曲線、Cは左足関節の 1歩行周期中の矢状面での角度、Dは
左足関節の SPM { t }曲線を指す
点線と薄い実線の領域（A、C）：介入前の足関節角度の平均値と標準偏差
実線と灰色の領域（A、C）：介入後の足関節角度の平均値と標準偏差
黒の棒線（A、C）および灰色の領域（B、D）：歩行周期中に有意な変化のあった部分
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TKA後患者においても、バイオフィードバックを
用いた歩行練習の実施により歩容の改善に伴い歩
行速度を効果的に増加させる可能性が示唆され
た。
快適歩行速度は介入前の 0.65 m/sから、介入後

が 0.87 m/sとなり、介入前後で 0.22 m/s増加し
た。本症例は SPPBが 7点と身体機能が低下して
いるにもかかわらず、地域在住高齢者の歩行速度
における最小臨床的重要差 20）である 0.05～
0.06 m/sを大きく超える結果となった。先行研究
では、脳卒中患者や高齢者に対してバイオフィー
ドバックを用いた歩行練習を実施した結果、歩行
速度の有意な増加がみられなかったとの報告がみ
られる 4,5）。これらの報告では、介入セッションが
同日かつ 1回～数回である場合が多く、歩行速度

の有意な増加を認めなかった可能性がある。本研
究においては、5日間の歩行練習により歩行速度
が増加したため、本システムを用いた長期的な介
入は、身体機能の低下した高齢者の歩行速度の改
善に寄与する可能性が示唆された。
一方で、フィードバックを行った足関節底屈角
度は歩行中に有意に低下する結果となった。表1
においては、介入前に本症例は快適速度から最大
速度となる際に足関節底屈角度を減少させてお
り、最大歩行時にはフィードバックを行った歩容
とは異なる戦略で歩行速度を増加させていたと考
えられる。フィードバック指標を決定する際、足
関節底屈角度をフィードバックする方法を対象者
が「歩きやすい」と認識していたが、この認識は、
十分な関節可動域が発揮されていなかったことに
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起因する可能性がある。特に、今回の表1および
図3の結果から本症例では立脚後期において下
肢伸展角度や股関節伸展角度を変化させることで
歩行速度を増加させていることが示唆されてい
る。つまり近位関節に依存した歩行様式であった
ため足関節角度を変化させる余地があったものと
考えられ、この点も「歩きやすい」という主観的な
認識に影響を与えていた可能性がある。今後は、
介入前の快適速度歩行と最大速度歩行の変化量が
最も大きい関節角度をフィードバック指標として
用いるなど、臨床応用可能な客観的指標を用いた
歩行のフィードバックの効果検証が必要であると
考えられる。なお、本システムは下肢の各関節角
度を指標として設定することが可能であり、対象
者の歩容や身体機能に応じて最適な指標を検討す

ることで、歩容の改善を伴う歩行速度の向上に寄
与する可能性がある。
本研究の限界として、本研究は 1症例の pre-

postデザインによるものであり、介入効果の検証
には自然回復や通常の理学療法など他の要因が混
在しており、因果関係の明確化や結果の一般化に
は限界がある。今後は、ABAデザインや ABABデ
ザインなどのより厳密な研究デザインを採用し、
介入の効果をより精度高く評価した上で症例数を
蓄積していく必要があると考えられる。また、本
研究においては先行研究 7,8,11,12）を参考に静止立位
時に各セグメントの傾斜角がゼロになるようにオ
フセットを設定しているが、各測定時における
ウェアラブルセンサーの装着位置の相違が測定結
果に誤差を生じさせている可能性がある。これら
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の研究における限界はあるものの、本研究により
歩行時の運動学的な変化が即時に生じることが示
され、高齢者を対象とした臨床的な地上歩行訓練
の効果を検討するための一助となるエビデンスが
提供されたものと考えられる。

5. 結論
身体機能の低下した TKA後患者に対し、ウェア
ラブルセンサーによる聴覚フィードバックを用い
た歩行練習を 5日間実施し、歩行速度や歩行中の
関節角度などの歩行パラメータに与える影響を検
討した。フィードバックを行った足関節底屈角度
は低下したものの、下肢伸展角度や股関節伸展角
度などの近位関節の運動学的指標が増加し、歩容
の変化を伴う歩行速度の向上が確認された。本シ
ステムはフィードバック指標を変更可能であり、
対象者の歩き方や身体機能に応じて柔軟に調整す
ることで、効果的な歩行練習の提供が期待される。
今後も臨床応用に向け、ウェアラブルセンサーを
活用した歩行練習の効果検証を進めていきたい。

6. 利益相反
本研究に関連し、開示すべき利益相反関係にあ

る企業などはない。
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Abstract:

This study evaluated the effects of inertial measurement units （IMUs）-based biofeedback gait 

training on a 70-year-old female patient who experienced physical function decline （Short 

Physical Performance Battery score: 7 points） after total knee arthroplasty （TKA）. We 

evaluated the effectiveness of a biofeedback gait training system using IMUs that provided real-

time auditory feedback whenever ankle plantarflexion exceeded 120% of the value observed 

during comfortable walking. The patient performed biofeedback gait training to promote 

bilateral ankle plantarflexion during gait, alternately completing three one-minute sets with 

feedback on and three one-minute sets with feedback off （total 6 minutes）, for five days. A pre-

post intervention design was employed to evaluate changes in spatiotemporal and kinematic gait 

parameters. Consequently, the targeted ankle plantarflexion angle decreased by 24.3%, while 

the hip extension angle and leg extension angle increased by 21.0% to 69.3%. Notably, 

Comfortable walking speed improved significantly from 0.65 m/s to 0.87 m/s post-intervention, 

exceeding the minimum clinically important difference. Although the targeted feedback angle 

decreased, these results suggest a change in the gait strategy, as proximal joint motion 

contributed to increased walking speed. This study suggested that IMUs-based biofeedback gait 

training may have the potential to increase gait speed with alter gait patterns and enhance 

walking ability in elderly individuals with decline physical function. Further research is needed 

to accumulate sample size, and to examine the longitudinal effect of IMUs-based biofeedback 

gait training for clinical application.

Key words: Biofeedback, Sensor, Gait training, older adults, Leg extension angle
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1. 緒言
末梢動脈疾患や糖尿病は下肢切断に至る原因と

なる疾患であり 1,2）、日本における下肢切断術を受
ける患者は増加している 3,4）。切断後は日常生活動
作（Activities of Daily Living, ADL）を改善するため
に義足を作製する場合が多いものの、義足を作製
するための必要な条件はどのようなものがあるの
か、また義足作製後のリハビリテーション実施期
間はどの程度必要であるのか、および義足作製後
のどの程度の割合で歩行が自立するのかについ
て、過去に報告された論文を交えながら概説する。

2. 下肢切断術後に、義足はどの程度の割合で
作製されているのか？
下肢切断後に義足を作製することで ADLが改

善することが報告されている 5）。しかし、近年で
は末梢循環障害による下腿切断者 6）、および高齢
者が増加しており 7）、義足を作製できていない可
能性が考えられる。我々はどの程度の割合で義足
が作製されているのかについて調査し、表1にま
とめた。義足作製の割合は 23.1％ 8）、42.8％ 9）、
50.0％ 10）、70.0％ 11）、71.8％ 12）、78.6％ 13）、そし
て 92.0％ 14）と幅があった。スウェーデンにおける
症例数が最も多い報告では 15）、5,762人の切断に
対して、2,658人しか義足が作製されず、その割合
は 34.2％であった。義足を作製することで ADL

◎総論

義足作製の条件と課題
─義足リハビリテーションに関する文献的考察─

The conditions and problems of fabricating the prosthesis: 
A literature review regarding prosthetic rehabilitation

菅原健人 1），松藤勝太 1, 2） ，氏内康友 1），後山祐二 1），島田祥規 1），堀内涼平 1），
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下肢切断の症例数は増加しており、それに伴い義足リハビリテーションの機会も増えている。
ここ数年で義足リハビリテーションに関する症例報告や解説などが多く報告されるようにな
り、義足リハビリテーションの方法や進め方について、一定の見解が示されている。その一
方で、義足作製に至らない症例は多い。この総説では、義足を作製するための必要な条件、
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説する。
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が改善することが報告されているにもかかわら
ず、義足作製に至らない症例は意外と多いことが
わかる。
我々の施設においても、義足作製に至らなかっ

た患者 43人を対象にその理由を調査したところ、
23％が全身状態の悪化、21％が医療判断に基づく
決定、19％が断端の不良、11％が本人の希望（費
用負担など）、残り 26％はその他の理由であった。
患者自身の身体の状況により義足を作製できな
かったのはやむを得ないが、医療判断に基づく決

定によって義足を作製しなかった症例の割合も高
かった。

3. 義足作製後に歩行が自立する割合は？
表1に義足作製後に歩行が自立する割合を示
す。義足を使用した歩行自立の定義は論文によっ
て異なり、自宅内を歩行可能、屋外を歩行可能、
45 m以上の歩行可能などさまざまである。Arneja
らの報告によると 14）、切断された全対象のうち、
歩行自立は自宅内で 72.0％、屋外で 42.0％であっ

表 1　義足作製、および義足作製後に歩行が自立できた割合を示した先行研究のまとめ
報告 年齢（歳） 義足作製の割合（%） 義足作製後の自立の割合（%）

De Luccia N. 
Prosthet Orthot Int 16, 1992

62（中央値） ───── 85.1%（109/128）
下腿切断 91.1%（61/67）、
大腿切断 80.0%（32/40）
その他 76.2%（16/21）

Rommers GM. 
Prostht Orthot Int 20, 1996

63（平均値） ───── 83.8%（135/161）
切断部位による記載なし

Munin MC. 
J Rehabil Res Dev 38, 2001

61（平均値） ───── 68.0%（51/75）
下腿切断 62.2%（33/53）、
大腿切断 81.8%（18/22）

豊永敏宏．
リハ医 41, 2004

───── 71.8%（56/78人）
下腿切断 87.8%（36/41）、
大腿切断 48.4%（15/31）
その他 83.3%（5/6）

─────

van Eijk. 
Prosthet Orthot Int 36, 2012

75（平均値） 50.0%（19/38人）
切断部位による記載なし

自宅内 68.4%（13/19）、
屋外 47.4%（9/19）
切断部位による記載なし

Hershkovitz A. 
Disabil Rehabil 35, 2013

75（平均値） 23.1%（27/117人）
下腿切断 68.7%（20/63）、
大腿切断 13.0%（7/54）

─────

Chamlian TR. 
Einstein （Sao Paulo） 12, 2014

62（中央値） 70.0%（217/310人）
下腿切断 70.4%（114/162）、
大腿切断 69.6%（103/148）

─────

Arneja AS. 
Am J Phys Med 94, 2015

58（平均値） 92.0%（46/50人）
下腿切断 96.7%（29/30）
大腿切断を含むその他 85.0%（17/20）

全体
自宅内 72.0%（36/50）、
屋外 42.0%（21/50）
下腿切断のみ
自宅内 76.7%（23/30）、
屋外 46.7%（14/30）
大腿切断を含むその他
自宅内 65.0%（13/20）、
屋外 35.0%（7/20）

Tokeji K. 
J Rural Med 12, 2017

47（平均値） 78.6%（22/28人） 100%（22/22）
切断部位による記載なし

Chislett M.
Arch Rehabil Res Clin 
Transl 2, 2020

65（平均値） ───── 78.6%（81/103）
切断部位による記載なし

Kamrad I. 
Acta Orthopaedica 91, 2020

74（平均値） 34.2%（2,658/7,776肢）
下腿切断 55%、
大腿切断 21%、その他 25%

──────

Yamazaki H. 
Hemodial Int 28, 2024

75（中央値） 42.8%（12/28人）（下腿切断のみ） 41.7%（5/12）
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た。切断高位別では、下腿切断群では自宅内
76.7％、屋外 46.7％、大腿切断を含むその他群で
は自宅内 65.0％、屋外 35.0％であり、下腿切断群
の方が自立できる割合が高いことが示されてい
る。その他の報告では切断高位のみで示されてい
るものがほとんどで、下腿切断は 41.7％ 9）、62.2％
16）、91.1％ 17）、大腿切断では 80.0％ 17）、81.8％ 16）

と報告されていた。一般的には下腿切断の方が義
足作製後に歩行自立できる印象ではあるが、大腿
切断でも高い割合で歩行が自立できていることが
わかる。

4. 義足を作製する条件
4─1	 術創部に関して
義足を作製するためには、術創部が痛みなく治

癒していることが大前提の条件と考えられる 18）。
血管原性の切断では創部の治癒の割合は、大腿切
断で 76.5％（13/17）、下腿切断で 53.8％（14/26）
で、下腿切断は大腿切断と比較して創部の治癒の
割合が有意に低い 12）。透析患者の下腿切断に関す
る観察研究によると、義足作製に至らなかった 16
人中 10人が創部の感染症が原因であった 9）。一方
で、海外のリハビリテーション施設における観察
研究では切断患者 75人中 24人が義足を作製した
ものの、退院時には義足を装着できていなかった。
その 24人中 17人（70.8％）が創部の感染や裂開が
原因であった 16）。同様に、リハビリテーション施
設に入院した片側切断患者 161人中 26人
（16.1％）も義足を作ったにもかかわらず、退院時
には義足を装着できておらず、その理由で多かっ
たのは腫瘍の転移（5人）、断端の問題（5人）、創部
が治癒していない（5人）ことであった 19）。紹介し
たこれらの報告からは、術創部に感染症がなく治
癒しているのであれば義足を作製できる状態であ
るものの、義足作製後も創部の状態を十分観察し
ながら、義足リハビリテーションを行わなければ
ならないということだろう。

4─2	 義足作製における意思決定
義足の作製を判断する上で最も大切であること

は、患者が歩ける可能性があるのかを主治医が判
断し 14）、経済的な負担を考慮した上で、患者本人、

その家族を交えて作製するか否かを選択すること
である 20）。最近の血液透析患者の報告では、義足
を作製することで歩行や階段の獲得は難しいが、
ADLの評価である Functional Independence Mea-
sure （FIM）の移乗の項目の得点が上昇し、移乗動
作の介助量が軽減できることが示されている 9）。
高齢者の切断者が増加している中で 7）、歩行獲得
が出来れば最高のゴールであるが、移乗動作の自
立もしくは介助量軽減を目的に義足を作製する症
例が出ることが予想されるため、ゴールについて
患者と十分相談した上で義足を作製する必要があ
る。

4─3	 身体機能に関して
義足を作製する上で、術創部の次に重要な因子
は身体機能であろう。我々は義足を作製する条件
に身体機能が関連しているのかどうかを調査し
た。その結果、義足を作製する条件について身体
機能が関連するかどうかを検証した報告はなく、
ほとんどの報告で下肢切断後に歩行が獲得できる
かどうかをアウトカムに設定していることがわ
かった。義足作製後に歩行の獲得が見込める身体
機能として、非切断肢の片脚立位の可否が報告さ
れている 10,21）。片脚立位は重要な因子であると思
われ、海外では①片足で立つことができない（不可
能）、②サポートありで可能、③サポートなしで
10秒以下、④サポートなしで 10秒を超えて可能、
の 4段階で評価していることが多いようであ
る 10,22）。その他の身体機能としては、術前に歩行
や ADLが自立していたことが歩行獲得と関連す
ることが報告されている 10,23）。
一方で、義足作製の条件として関節可動域や筋
力に関して検証している論文は著者らが調べたと
ころ、今までに報告されていなかった。下腿切断
者の関節可動域については、短断端であるほど膝
関節の屈曲拘縮が起こりやすい 21）。大腿切断者で
は、短断端で股関節屈曲、外転、外旋拘縮を生じ
やすい 21）。下腿切断、大腿切断ともに拘縮は一度
生じると改善は容易ではなく、義足のアライメン
トにも特別な配慮が必要となってしまうため、拘
縮を生じさせないことが重要である 16,24）。筋力に
ついては切断術自体によって影響が出ないとは述
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べられているものの 25）、術後の疼痛などで筋力増
強運動を十分行うことができず、筋力が低下して
しまうことが考えられる。最近の報告では、末梢
動脈疾患を有する患者は高齢者が多く 7）、かつサ
ルコペニアやフレイルを有していることが多いた
め 26,27）、そもそも筋力が弱い患者が多いことが予
測される。しかし、上記のように義足作製の条件
として筋力がどの程度必要かを示した報告は見つ
けることができなかった。歩行の獲得、移乗動作
の獲得を目指す上で、義足を作製するための身体
機能を明らかにする必要がある。

4─4	 認知機能に関して
上述したように、切断患者の高齢化が進み 7）、

義足を作製する上では認知機能についても考慮さ
れるべき因子であると思われるものの、一定の見
解が得られていないのが現状である。
高齢下肢切断者を対象にした報告では、義足作

製にMini-Mental State Examination（MMSE）の得
点に差がなかったと報告している 10）。一方で、義
足の作製を見送る要因で認知症と診断された患者
と記されている報告もある 8,28─30）。このように義足
を作製する判断基準において、認知機能は十分検
討されていない。我々の施設では、義足を作製し
た全員（大腿切断 9/9、下腿切断 43/43）で、改訂
長谷川式簡易知能評価スケール（以下 HDS-R）が
カットオフ値の 21点以上であり、義足の作製に至
らなかった 16.2％（大腿切断 3/17, 下腿切断
4/20、両側大腿切断 0/6）が HDS-Rで 20点以下で
あった。
しかし、義足の懸垂方法はキャッチピンやカフ

ベルトなどの複数のタイプがあり、認知機能が低
い患者においては、どのタイプの義足が装着しや
すいのか、管理しやすいのかを選択することを考
慮する必要性も出てくるであろう。義足を作製し
ないと ADLが低下してしまうため 8,9）、認知機能
が低い患者で義足の装着に介助が必要であって
も、義足を装着することで歩行練習が可能となり、
ADLを維持・改善するなどのメリットがあると
思われる。認知機能が低い患者における義足作製
に関しては、上記の意思決定の項で記載したよう
に、家族やキーパーソンを交えてメリットやデメ

リットを説明した上で決定することが望ましい。

5. 義足リハビリテーションの実施期間
5─1	 下肢切断術からどの程度の期間で義足が

作られているのか？
切断後に義足を装着して退院するまでには、義
足を装着する上で必要な断端形成のための引き締
め（弾性包帯やシリコーンライナーの装着）、義足
の作製、歩行練習という手順を踏む必要があ
る 31）。
日本から多くの患者を対象にした報告は 1本の
みで、78人（高齢者 66.7％）の新規切断者を対象に
した報告によると仮義足作製までの日数は外傷性
下腿切断群で平均 26日、血管原性下腿切断が平均
37日で、入院日数は外傷性下腿切断群で平均 95
日、血管原性下腿切断が平均 158日であった 12）。
しかし、現在の切断患者の多くは血管原性であ
り 7）、入院期間が 158日では回復期リハビリテー
ション病棟における入院期限 150日を超えてしま
うため、より短い期間で義足を作製していくこと
が求められている。そこで、我々は下腿切断・大
腿切断から退院までの手順について、下肢切断術
を行われてから、シリコーンライナー装着までの
日数、ギプスソケットを使用した義足作製までの
日数、チェックソケットを使用した義足作製まで
の日数、仮義足作製までの日数、および入院日数
について、日本から発信された報告を調査した（表
2、表3）。下腿切断では、仮義足作製まで 21～
113日、入院期間は 43～ 306日であった 12,32─44）。
大腿切断では、仮義足作製まで 14～ 180日、入院
期間は 24～ 240日であった 12,42,45─48）。
切断術から退院までの期間は、各病期における
病院の特性や使用している保険制度によって、さ
まざまであった。最長の入院期間は下腿切断で
306日、大腿切断で 240日であった。どちらも労
働者災害補償保険を使用しており、入院期限を超
えたリハビリテーションの提供が可能であった。
いずれも 2000～ 2020年の報告であり、リハビリ
テーションの期間を論じている論文は日本ではな
かった。そのため、切断から退院までの期間にば
らつきが生じており、義足リハビリテーションに
触れる機会が少ない医療従事者にとってはその症
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例に合わせて対応していくことになるだろう。次
項にクリニカルパスの紹介を行う。

5─2	 義足作製後のクリニカルパスの紹介
最後に、回復期リハビリテーション病棟におけ

る大腿切断・下腿切断についての各プロセスの期
間を提示している JR東京総合病院 49）、兵庫県立
リハビリテーション病院 50）、国立障害者リハビリ
テーションセンター病院 51）のクリニカルパスを
紹介する（表4）。
表4Aについては、下腿切断における各施設の

クリニカルパスで、いずれの施設も回復期リハビ
リテーション病棟に転院してきた当日～ 14日以
内にシリコーンライナーによる引き締めを開始、

チェックソケットの納品は 21～ 35日であった。
仮義足の納品については、兵庫県立リハビリテー
ション病院は最も早く 49日で、他の施設では 74
～ 77日、入院期間は 60～ 104日であった。

JR東京総合病院と国立障害者リハビリテー
ションセンター病院における大腿切断のクリニカ
ルパスでは（表4B）、下腿切断同様に転院してき
た当日～ 14日以内にシリコーンライナーによる
引き締めを開始、チェックソケットの納品は 14～
35日であった。仮義足の納品については、94～
120日で、入院期間は 108～ 134日で、下腿切断
より日数が長かった。クリニカルパスの使用は、
切断患者を初めて担当する理学療法士でも回復期
リハビリテーション病棟の入院期限内に対応する

表 2　下腿切断後の仮義足の納品や入院期間についての先行研究のまとめ

報告 人数
（人） 性別 年齢

（歳） 原因疾患 仮義足完成
（日）

入院期間
（日）

高橋高治．埼玉理学療法 2, 1994 1 男 57 外傷 176 214

五案城亜希．東北理学療法学 14, 2002 1 男 48 外傷 42 112

佐藤陽介．東北理学療法学 22, 2002 1 男 60代 外傷 183 258

松川三咲．理学療法京都 48, 2018 1 男 60代 外傷 113 115

豊永敏宏．リハ医 41, 2004 15 ───── ───── 外傷 26 95

高橋高治．埼玉理学療法 2, 1994 1 男 65 糖尿病 50 147

山田真希．理学療法福井 15, 2011 1 女 64 糖尿病 21 171

山田真希．理学療法福井 15, 2011 1 女 64 糖尿病 70 75

本田有正．J Clin Rehabil 29, 2020 1 男 70 糖尿病 84 171

渡辺卓馬．日義肢装具会誌 39, 2023 1 男 50代 糖尿病 94 105

福住武陽．日義肢装具会誌 31, 2015 4 男 3女 1 64（平均値） 糖尿病 27 58

苫野稔．J Clin Rehabil 9, 2000 1 女 84 閉塞性動脈硬化症 56 306

土屋忠大．静岡理療ジャーナル 12, 2005 1 女 81 閉塞性動脈硬化症 37 87

山中崇．Geriatr Med 43, 2005 1 男 68 閉塞性動脈硬化症 95 164

山中崇．Geriatr Med 43, 2005 1 女 76 閉塞性動脈硬化症 83 125

山中崇．Geriatr Med 43, 2005 1 女 70 閉塞性動脈硬化症 70 183

賀好宏明．理学療法福岡 22, 2009 1 男 66 閉塞性動脈硬化症 28 80

木村浩彰．Jpn J Rehabil Med 52, 2017 13 男 10女 3 59（平均値） 閉塞性動脈硬化症 30 54

豊永敏宏．リハ医 41, 2004 12 ───── ───── 血管原性 37 157

表 3　大腿切断後の仮義足の納品や入院期間についての先行研究のまとめ

報告 人数
（人） 性別 年齢

（歳） 原因疾患 仮義足完成
（日）

入院期間
（日）

岡田真明．J Clin Rehabil 28, 2019 1 男 77 外傷 14 24

山重太希．日義肢装具会誌 38, 2023 1 男 30代 外傷 180 240

豊永敏宏．リハ医 41, 2004 9 ───── ───── 外傷 29 142

田畑阿美．Jpn J Rehabil Med 58, 2021 1 女 70代 感染症 173 174

山中崇．Geriatr Med 43, 2005 1 男 70 糖尿病 173 184

小倉征慈．日義肢装具会誌 34, 2018 1 男 61 閉塞性動脈硬化症 114 196
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ことができるため、有効かもしれない。

6. まとめ
今回、義足を作製するための決定因子、および

義足リハビリテーションについて先行研究を調査
した。義足を作製することは、ADLの改善や歩行
の再獲得が見込まれるにもかかわらず、義足作製
の割合は決して高くない。また、義足作製に関わ
る要因は明らかになっていないことも多かった。
義足を作製することで ADLが改善するという観
点から、理学療法士が義足作製という選択肢を提
案することも必要になるであろう。義足作製を適
正に判断できるよう義足リハビリテーションに携
わっていきたい。

7. 利益相反
この報告において開示すべき利益相反はない。

8. 謝辞
この報告にご協力いただきました患者さまとス

タッフの方々に心より感謝申し上げます。
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Abstract:

The number of cases of lower extremity amputation has increased, and prosthetic rehabilitation 

opportunities are also increasing. Recently, many case reports and reviews regarding prosthetic 

rehabilitation have been reported indicating a certain view of the methods and procedures of 

prosthetic rehabilitation. However, many cases did not lead to successful prosthesis fabrication. 

This review describes the necessary conditions for prosthesis fabrication, the period of 

rehabilitation after prosthesis fabrication, as well as the proportion of patients who achieved 

independence in walking with the prosthesis.

Key words: Prosthesis fabrication, Period of prosthetic rehabilitation, Walking with prosthesis, 

Clinical pathway
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1. はじめに
近年、福祉機器の発展は目覚ましく、特に電動

車椅子の世界市場は拡大傾向にあると報告されて
いる 1）。本邦では、身体障害者数の増加とともに
その高齢化が進んでおり 2）、これに伴い電動車椅
子の需要が高まっていると推察される。しかし、
国内における電動車椅子の出荷台数は 2004年を
ピークに減少傾向にあり 3）、この現象は需要の拡
大に対する供給体制の不十分さを示唆している。
先行研究においては、電動車椅子の使用が身体

障害者の活動や社会参加に与える影響について、
主に国外の研究を中心に一定の知見が蓄積されつ
つある 4,5）。また、国内においても、電動アシスト
車椅子の普及に関する福祉用具貸与・販売事業者
の役割や、医療機関における車椅子供給体制およ
びシーティング・チームの活動実態に関する質的
研究が報告されている 6,7）。しかし、これらの研究
はいずれも供給側や供給体制面の視点に立ったも
のであり、電動車椅子導入に際して実際に評価・
判断・支援を担う理学療法士・作業療法士（以下、

◎原著

電動車椅子の導入をめぐる理学療法士・作業療法士の
思考過程に関する質的研究

The thought process of physiotherapists and occupational therapists during the introduction of a 
powered wheelchair to new users: a qualitative study

廣島拓也 1），亀ヶ谷忠彦 2）

要 旨

【目的】本研究は、電動車椅子導入の経験を持つ理学療法士・作業療法士（以下、PT・OT）
の思考過程を質的に分析し、その実態を明らかにすることを目的とする。
【方法】電動車椅子導入経験のある PT・OT 6名にインタビューを実施し、KJ法を用いて分
析した。
【結果】PT・OTは「十分な知識と経験」に基づき、安全性確保や長時間使用の影響評価の重
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要し、慎重な導入が必要であると考えられた。電動車椅子は利用者の生活の質向上に寄与す
る可能性があるが、利用者の意思を理解し尊重することが重要であるとされた。
【結語】電動車椅子導入には知識や経験に加え、実場面での評価や利用者の願いの共有が重要
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PT・OT）の視点から、その思考過程や意思決定の
在り方を明らかにした研究は数に乏しく、今後の
検討が求められる分野である。

PT・OTは、電動車椅子利用者に対して座位に
関する評価や対応（機器の選定、調整、マネジメン
トなど）を行い、活動と参加を支援する役割（以下、
シーティング）が期待されている 8,9）。一方で、
PT・OTの福祉用具への関心の低さや、シーティ
ングへの関与が不足していることが指摘されてお
り 9,10）、これが適切な電動車椅子導入における障
壁となっている。この結果、電動車椅子が十分に
活用されず、利用者の活動や社会参加の機会が制
限されている可能性がある。
本研究では、電動車椅子導入に関わった経験の

ある PT・OTの思考過程や実務的な経験を明ら
かにすることを目的とする。質的研究の手法を用
いることで、個々の PT・OTがどのように意思決
定を行い、どのような課題に直面しているのかを
深く掘り下げることができると考える。このアプ
ローチにより、電動車椅子導入における実践的な
知見を明確にし、電動車椅子の導入過程を円滑に
進めるための指針を提供することができる。さら
に、将来的な支援体制の構築や PT・OT教育の向
上にも寄与することが期待される。

2. 対象者および方法
2─1	 対象者
本研究では、電動車椅子の導入経験を有する

PT・OTを対象とし、シーティングコンサルタン
ト協会に所属する会員のうち、導入経験を有して
いた PT・OTに対して筆者が個別に調査を依頼
し、研究目的と方法を説明したうえで同意を得ら

れた者を対象とした。臨床経験年数は 4年～ 37
年、所属は一般病院の回復期リハビリテーション
病棟や補助器具支援担当、更生相談所等であり、
電動車椅子の導入に関わる機会を有していた（表
1）。

2─2	 倫理的配慮
インタビュー対象者に対し、本研究の趣旨を十
分に説明し、書面にて同意を得た。医療法人社団
苑田会倫理審査委員会の承認を得た（承認番号：
第 96号）。

2─3	 調査方法
2─3─1　インタビューデータの収集方法
インタビューは、臨床経験 11年の理学療法士

（以下、調査者）1名によって実施された。調査者
は、インタビュー対象者に対し、本研究の目的に
沿って構成された電動車椅子インタビューガイド
（表2）に従い、半構造化面接形式 11）にて個別にイ
ンタビューを行った。所要時間は 30分程度であっ
た。対象者のコメントは ICレコーダーを用いて
記録し、逐語録を作成した。
本研究では、対象者の電動車椅子導入における
思考過程を深く掘り下げることを目的とし、共通
の話題について体系的かつ一貫したデータ収集を
行うためにインタビューガイドを作成した。イン
タビューには半構造化面接を採用した。この手法
は、あらかじめ用意された質問項目を基盤としつ
つも、対象者の語りの展開に応じて質問の順序や
内容を柔軟に調整・追加できる質的研究の方法で
あり、自由な語りを促進しながらも研究の焦点を
逸脱しないことが特徴である。
本研究で使用したインタビューガイドは、先行
研究 12）の知見を参考に作成したものであり、対象
者の語りを妨げることのないよう意図的な誘導を

表 1　インタビュー対象者の属性
所属† 職種 経験年数

一般病院（回復期病棟・通所リハビ
リテーション担当） 理学療法士 4年

一般病院（回復期病棟担当） 作業療法士 11年
一般病院（補助器具支援担当） 作業療法士 12年
一般病院（回復期病棟担当） 作業療法士 20年
一般病院 理学療法士 22年
更生相談所 理学療法士 37年
†回復期病棟：回復期リハビリテーション病棟

表 2　インタビューガイド
①電動車椅子の導入を検討する場面で焦点があてられた対象者
の心身機能について

②電動車椅子の導入を検討する場面で焦点があてられた対象者
の住環境、生活環境について

③その他、電動車椅子の導入に影響を及ぼした要因について
④電動車椅子の位置付けや考え方について
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避けつつ、「心身機能」「住環境」「生活面」「その
他の要因」といった観点から、思考や体験を探索的
に深掘りするための枠組みとして用いた。これら
の観点は、実際に電動車椅子導入の判断・支援を
担う PT・OTに対して質問する上で、臨床的な視
点や評価の過程を引き出すために有効であると考
えられた。
本研究で対象とした「電動車椅子」は、利用者本

人が自ら操作することを前提とした電動車椅子全
般（普通型、簡易型、ティルト・リクライニング型
を含む）を対象とした。これは、対象者の臨床経験
上、より評価や導入判断に専門的判断が求められ
る機種に焦点を当てたためである。
なお、本研究では「電動車椅子導入」に関する具

体的な給付制度（介護保険、障害者総合支援法、小
児領域における補装具給付等）の違いには焦点を
当てていない。本研究の主目的が、制度に関係な
く PT・OTが導入時にどのような思考や評価過
程を経ているかを明らかにすることにあるためで
ある。
2─3─2　インタビューデータの構造化
インタビューデータの構造化には KJ法 13）を用

いた。KJ法は複雑多様なデータの概念を創造的に
統合、発想することによってその構造や本質を明
らかにする研究方法である。インタビュー調査に
よって得られた記述データを 1事象 1件のラベル
にまとめ、ラベルの「グループ編成」、「図解化」、
「文章化」の過程を経て概念を構造化する手法であ
る。

KJ法の手法に従い、本研究ではインタビューの
逐語録をもとに対象者のコメントを 1事象 1件に
まとめ、それぞれを 1枚のラベルに記入した。続
いて「グループ編成」「図解化」に用いるラベルを精
選するため、先行研究 6,7）で用いられた多段ピック
アップと呼ばれる手法でラベルを精選した。多段
ピックアップにおいては、筆頭著者と共著者の
2名が精選の目標とする枚数を設定し、1枚 1枚の
ラベルに示された内容と研究の中核的なテーマで
ある「電動車椅子導入に関わった経験のある PT・
OTの思考過程や実務的な経験」との関連を吟味
しながらラベルを精選した。「グループ編成」では、
精選されたラベルを意味内容の近似性に基づいて

グループに編成し、グループの特性や中核的な意
味を端的に 1文で表現する表札を付した。グルー
プ同士を意味内容の近似性に基づいてより上位の
グループとして編成し、表札を付す作業を繰り返
した。最後に編成されたグループに最終表札を付
した。このようにして整理された情報をもとに、
グループ全体の関係性を視覚的に示した関連図を
作成し「図解化」 した。最後にこの関連図に示され
た構造を文章にまとめ、「文章化」 することによっ
て全体の概念体系を明確にした。以上の構造化は、
KJ法本部が主催する正規のトレーニングを修了
した筆頭著者と共著者の 2名が実施した。

3. 結果
3─1	  ラベルの作成と精選および図解化
対象者から得られたインタビューデータを基
に、131枚のラベルが作成された。これらのラベ
ルは、多段ピックアップにより、構造化に用いる
30枚に精選された（図1）。
精選された 30枚のラベルを、端的に表現する概

念を【　】で囲う形で示し、グループ全体の構造を
関連図として図解化した（図2）。

3─2	 文章化
関連図（図2）に示されたグループ全体の構造を

文章化した（表3）。本論文では、ラベルの内容を
「　」、グループに付された表札を〈　〉、最終表札
を端的に表現する概念を【　】で示した。また、文
中で取り上げた表札と概念は、それぞれ意味を損
なわない範囲で語尾、文末を文脈に合わせて変更
した。表3内では、理学療法士および作業療法士
を「PT・OT」と呼称した。

4. 考察
4─1	 構造化されたインタビューデータの概略
表3に示した文章化されたグループ全体の構
造の概略を以下に記す。

PT・OTは【十分な知識と経験】を有しており、
利用者が電動車椅子を導入する目的を適切に検討
できる。しかし、PT・OT自身の知識と経験のみ
を根拠として導入を勧めることはできないため、
電動車椅子を安全に使用できるか実場面で繰り返
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し確認し【リアルな安全性の追求】を行っている。
また長時間電動車椅子を使用し、快適性が変化し
ないか、二次障害が生じないかなど【短時間では判
断できない評価】も実施している。このように、電
動車椅子を導入するプロセスでは電動車椅子の特
性を知悉する必要があり、導入の妥当性を判断す
るためには多くの時間と評価が必要である。さら
に、PT・OTと利用者本人との間には、電動車椅
子の導入によって本人の願いや意思を実現すると
いう【PT・OTと本人の間で共有された方針】があ
る。そのため PT・OTは、電動車椅子の導入が本
人の望みを実現することを確信している。

4─2	 各グループで文章化された内容の考察
4─2─1　〈PT・OTは電動車椅子の特性を知悉
し、導入目的を明確に説明できる〉ことに
ついて

本研究は、経験年数や所属に違いはあるが、電
動車椅子の導入に関わった経験のある PT・OT
を対象とした。そのため、インタビュー結果とし
て、電動車椅子の導入には、PT・OTが電動車椅
子やシーティングに関する知識を有することが要
素の一つとして挙がった点は自然な結果であっ
た。しかし、本研究では、知識の有無だけではな
く、安全性も含めた、知識をどのように活かすか
が明らかになったと考える。警察庁による調査 14）

によると、平成 28年の電動車椅子に係る交通事故
の発生件数は、155件 であり、死亡につながった
事故も散見される。そのため、新規に電動車椅子
の導入を検討している患者やその家族・支援者
は、電動車椅子の危険性を危惧し、その導入には
消極的になることが想像できる。当然、電動車椅
子には危険も伴い、導入には慎重になることが望
ましい。しかし、PT・OTが【十分な知識と経験】
をもって、電動車椅子の使用目的や、使用場面、
メリット、危険性等を正確に説明できることは、
電動車椅子導入に必要な要素であると示唆され
た。

4─2─2　〈電動車椅子は、実際に使用する場面
で、安全に使用できるかが大切〉であるこ
とについて

電動車椅子に関する使用目的や使用場面、メ
リット、危険性を理解しただけでは、導入には至
らない。伊藤は、病院や施設で使っていた経験を
基に処方し、使い勝手の悪い結果となっている車
椅子も多々見受けられ、試みに車椅子を実際に使
うことの重要性を述べている 15）。国立障害者リハ
ビリテーションセンターは、「電動車椅子操作・適
合マニュアル」を公開しており、電動車椅子を使用
する際は、安全性の確保という付帯条件もつくこ
とから、機種を選んで操作練習をすれば終了と
いった考えでは不十分であると記載している 16）。

図 1　KJ法の手法を用いたインタビューデータの構造化の過程
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因果関係・順序

関係あり

関係線

PT・OTは電動車椅子の特性を
知悉し、導入目的を明確に説明できる

【十分な知識と経験】

支援者が抱く不安を解消させる
働きかけが必要なこともある

家族・介助者
からは危ない
ものというイ
メージがある
かもしれない
ので、正確な
情報提供をす
る必要がある

電動車椅子が
あれば家族の
介護負担が減
るという視点
も大事

福祉事務所の
方や、在宅生
活に関わる
方々にも電動
車椅子の使用
場面をみても
らうことも有
用だと思う

電動車椅子には広く知られてはい
ない役割もある

電動でティルト
かけたりリクラ
イニングかけた
りっていうふう
に姿勢の管理を
電動でする人も
いる

環境の広がりを
電動車椅子ある
ことでその可能
性を持たせるこ
とができるで
しょうね

患者さん自身
電動車椅子が
選択肢にない
ことも多いの
で情報提供す
ることが大事
かもしれない

社会参加するという目的が明確であれ
ば電動車椅子を導入する

電動がなぜ必要
かっていうその
社会的なニーズ
を明確にしておく

実際に使用する
場面、通勤路を見
にいくこともした

外出してやりた
いことが明確な
人にとっては導
入していいと思う

歩行の可否だけで判断しているわけでは
なく、生活範囲が広がる点に注目している

電動車椅子があれ
ば、少しでも一人
で移動できるとい
う視点が大事

電動車椅子を使わ
ざるを得ない人
は、身体機能が重
度な人

復学・復職のた
めに電動車椅子
が必要だろうとい
う判断があった

四肢麻痺の方でピッ
クアップで十数メート
ル歩ける方で、屋外は
電動車椅子を勧めた

歩行距離は実用レベ
ルではなかったので
電動車椅子が必要で
した

身体機能と社
会的背景を踏
まえて我々は
判断するけ
ど、本人の強
い意思が必要

長時間使用で
きるように、
身体機能と電
動車椅子を適
合させる

心身機能の日
内変動がある
人でも悪い状
態のことを想
定して電動車
椅子を導入し
ておけば、調
子が悪い時で
も出かけられ
ると思う

快適性は大事
だと思う

身体機能的に
は体力、座位
耐久性 1 時間
以上可能であ
るのは目安

早い段階から
練習し操作能
力の向上を図る

入院中から電
動車椅子を使
用してもらった

再現性のある
安定したジョイ
スティック操
作能力も必要

座ることで、褥
瘡とか変形とか
の二次的な障害
がないように

歩行が実用的で
はない方でも、
手指の巧緻動作
が上がってきた
のを確認できた
ときに電動車椅
子の導入を検討
し始めた

体幹の安定性
も確認した。急
に止まったりし
た時に、体が動
いたりとか不安
定になってない
かを確認した

使用場所を限定
することで導入
につなげられる
ケースもある

実際の練習で
は、基本動作
ができるかど
う か、場 所、
状況によって
スピードのコ
ントロールが
できるか、状
況にあわせた
スピードコン
トロールがで
きるかを確認
する

実際に使ってみ
ることが導入す
る上で早い

交通ルールと
周囲への配慮
など基本的な
と こ ろ を 指
導・練習する
こともある

使用には危険
が伴い安全に
走行できる判
断力が必要と
なる

道路を安全に
移動する段階
から指導する
の方もいる

操作方法が本
人に理解でき
た

注意障害や高
次脳機能障害
がある方は導
入までは至ら
なかった

知的に重度の
障害がある方
は導入が難し
い

【短時間では
判断できない評価】

電動車椅子が相応しいか
見極めるためには時間がかかる

交通ルールの遵守と適切な
認知・判断能力を評価している

安全な走行

【リアルな安全性の追求】

道路の状態、使用者の様子は
実場面で確認する

実場面で評価

電動車椅子は、実際に使用する場面で、
安全に使用できるかが大切だ

【PT・OTと本人の間で共有された方針】

社会参加したいという本人の願いを、電動車椅子の導入によって実現できると確信している

図 2　電動車椅子導入をめぐる PT・OTの思考
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さらに、マニュアルには、練習メニューには屋内
外の合計 21場面の走行練習が示されており、実場
面での練習の重要性が述べられている 16）。
本研究においても、電動車椅子の導入を検討す

る際には、【リアルな安全性の追求】が必要不可欠
であることが示唆された。

4─2─3　〈電動車椅子が相応しいか見極めるた
めには時間がかかる〉ことについて

藤井らは、電動車椅子操作に習熟する過程は自
動車の運転操作を習得する過程に類似していると
述べている 17）。その一方で、自動車と異なり、電
動車椅子は「操作用デバイスに馴染みがない」、「操
作入力に対する応答が早く操作が難しい」、「乗り
手によっては細かな操作が難しい」といった問題
点があると報告している 17）。
また、増澤らは、身体に適合していない車椅子

に座り方を続けることは、更に変形などが助長さ
れ、新たな健康障害を持つことがあると述べてい
る 18）。利用者にとっては、1日の大半を電動車椅
子上で過ごすことも多く、変形や褥瘡などの二次

障害、さらに快適性も導入する際には、評価する
必要性がある。
以上より、電動車椅子の導入を判断する際には、
操作デバイスを知ることから始め、操作入力の上
達の見極め、さらには、二次障害が生じないかな
ど、【短時間では判断できない評価】が多く、十分
に時間をかけて、電動車椅子の導入を判断する必
要性が示唆された。

4─2─4　〈社会参加したいという本人の願いを、
電動車椅子の導入によって実現できると確
信している〉ことについて

福祉用具専門相談員を対象にした、電動車椅子
導入事例に関するインタビュー調査によると、電
動車椅子の導入をきっかけとして屋外の移動が可
能となり、自立した移動、行動範囲と人的交流の
拡大、社会参加を実現したと報告されている 17）。
さらに、障害児・者および高齢者にとって、電動
車椅子の提供は生活の質を向上させることが報告
されている 19,20）。本研究の結果からも、PT・OT
は電動車椅子の導入により、本人の社会参加、通

表 3　最終表札と各グループの文章化
最終表札 各グループの文章化†

PT・OTは電動車椅子
の特性を知悉し、導入
目的を明確に説明でき
る

本人及び家族・介護者等の支援者は、電動車椅子について詳しいとは言えない。電動車椅子を導入する目的
を明確にし、本人や支援者が抱く不安を解消させる働きかけが必要なこともある。そのため、「患者さん自身
電動車椅子が選択肢にないことも多いので情報提供することが大事」であり、「家族・介助者からは危ないも
のというイメージがあるかもしれないので、正確な情報提供をする必要がある」。また、「電動でティルトか
けたりリクライニングかけたりっていうふうに姿勢の管理を電動でする人もいる」ように、姿勢変換を電動車
椅子の主たる利用目的とするような、〈広く知られていない役割もある〉。移動及び姿勢変換の介助に関しては、
「電動車椅子があれば家族の介護負担が減るという視点も大事」である。
以上より、PT・OTは、電動車椅子の特性を知悉することで、本人や支援者が納得した上で導入の検討を開
始することが可能となる。

電動車椅子は、実際に
使用する場面で、安全
に使用できるかが大切
だ

電動車椅子を使用する場面は、路面の状況、交通量、傾斜など千差万別であるため、〈道路の状態、使用者の
様子は実場面で確認する〉ことが必要である。また、電動車椅子の操作性だけでなく、一般的な〈交通ルール
の遵守と適切な認知・判断能力を評価する〉。実場面での評価をすることで、安定性、スピードコントロール、
操作方法、注意機能、などを確認し【リアルな安全性の追求】が可能となる。

電動車椅子が相応しい
か見極めるためには時
間がかかる

実場面の評価は、電動車椅子の導入を決める重要な判断材料となるが、【短時間で判断できない評価】が多い。
〈長時間の使用ができるように身体機能に電動車椅子を適合させる〉必要があり、具体的には、心身機能に日
内変動がある場合にも適応しているかどうか、快適性は保たれているか、褥瘡や変形などの二次障害がない
かを判断する。操作性に関しては、「早い段階から練習し操作能力の向上を図る」こともある。

社会参加したいという
本人の願いを、電動車
椅子の導入によって実
現できると確信してい
る

PT・OTは、〈社会参加するという目的が明確であれば電動車椅子を導入する〉と考えており、本人の社会参加、
通勤・通学、生活範囲の広がりを実現させると考えている。
ただし、その願いを実現させるには、本人の希望や強い意思が不可欠であり、PT・OTもその本人意思を理
解していることが重要である。
PT・OTと車椅子利用者本人との間には、電動車椅子の導入によって本人の願いや意思を実現するという
【PT・OTと本人の共通信念】がある。そのため PT・OTは、電動車椅子の導入が本人の望みを実現すること
を確信している。

† ラベルの内容を「　」、グループに付された表札を〈　〉、最終表札を端的に表現する概念を【　】で示した。文中で取り上げた表札と概
念は、それぞれ意味を損なわない範囲で語尾、文末を文脈に合わせて変更した。
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勤・通学、生活範囲の広がりを実現させると考え
ていることがわかった。ただし、その願いを実現
させるには、本人の希望や強い意思が不可欠であ
り、PT・OTもその本人意思を理解していること
が重要であることも明らかとなった。「電動車椅子
操作・適合マニュアル 16）」においても、電動車椅
子の適合には、なぜ必要なのか、どのように使用
されるのか、どこで使われるのかなどの把握が必
要であると述べている。また、相談を受ける PT・
OTはニーズを傾聴する真摯な姿勢が必要とな
る 21）。
つまり、PT・OTが車椅子使用者のニーズを十
分に把握し、電動車椅子の導入によって本人の願
いや意思を実現するという【PT・OTと本人の間
で共有された方針】を持つことが電動車椅子導入
の出発点となる。PT・OTには、どのように本人
の願いを叶えていくか試行錯誤しながら、本人と
ともに評価や練習を重ねていく姿勢が求められ
る。

5. 本研究の限界
本研究では、電動車椅子の導入に関わった経験

を有する PT・OTを対象とした。そのため、対象
者は概ね導入に積極的であり、導入をためらう場
面や消極的な判断に至る要因の分析には至ってい
ない。今後は、電動車椅子の導入に関与した経験
が乏しい PT・OTを対象に調査を行い、本研究で
得られた知見の妥当性や一般化可能性を検証する
必要がある。
また、本研究において「電動車椅子導入」は、利

用者本人による操作を前提とした電動車椅子全般
（普通型、簡易型、ティルト・リクライニング型な
ど）を対象としているが、機種ごとの特性や導入判
断の違いについては明確に区別して分析していな
い。電動車椅子の種類によって、導入における思
考過程が異なる可能性もあるため、今後はその点
についても比較検討が望まれる。
さらに、電動車椅子導入に関する制度には、介

護保険による福祉用具貸与、障害者総合支援法に
基づく更生相談所の判定を得た補装具費支給制度
による導入、小児領域における療育手帳を介した
支援など、複数の枠組みが存在する。本研究では、

制度の違いが導入判断や支援内容に与える影響に
ついて詳細には踏み込んでおらず、制度的背景の
差異が導入プロセスに及ぼす影響を明らかにする
ことは今後の課題である。

6. 結論
本研究で調査の対象とした PT・OTは、電動車

椅子の豊富な導入経験を有していた。しかし、本
研究の結果から、知識と経験だけでは電動車椅子
の導入には不十分であり、有識者は実際の場面で
の評価の重要性を指摘していた。特に、電動車椅
子は日常生活での運転操作において難易度の高い
操作を要求することが多く、また二次障害予防や
快適性の評価には十分な時間をかける必要がある
ことが明らかになった。
経験が少ない PT・OTにおいても、電動車椅子

の導入に際しては、時間をかけて実際の使用場面
での評価を行うことが求められる。この結果から、
PT・OTが電動車椅子導入のプロセスを進める際
に、十分な評価と調整を行うための指針が必要で
あることが示唆された。また、PT・OTは、電動
車椅子の導入が利用者の生活の質を向上させるこ
とを念頭におき、利用者本人の目標や希望を共有
しながら導入を進めることが重要であると考えら
れる。
本研究の成果としては、特に経験の浅い PT・

OTが電動車椅子導入のプロセスを円滑に進めら
れるよう支援するための実務的な知見を提供し、
今後の支援体制や PT・OT教育の向上に貢献す
ることが期待される。

7. 利益相反
本研究に関して開示すべき利益相反はない。
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Abstract:

Purpose: This study aimed to qualitatively analyse the thought processes of therapists 

experienced in the introduction of powered wheelchairs to elucidate their actual practices and 

perspectives.

Methods: Semi-structured interviews were conducted with six therapists who had experience 

in introducing powered wheelchairs to users. The KJ method was used to analyse the data.

Results: The therapists recognised the importance of using ‘suf ficient knowledge and 

experience’ to ensure safety and to evaluate the ef fects of prolonged use for the user. 

Additionally, a ‘shared policy’ to fulfil the users’ desires and intentions was shown to be needed. 

Therapists emphasised the importance of verifying safety in a user’s practical usage settings. 

The process of assessing secondary disability prevention and comfort requires time, and a 

cautious approach to wheelchair introduction is necessary. Although powered wheelchairs 

potentially can improve users’ quality of life, it is essential to understand and respect each 

person’s wishes and strong intentions.

Conclusions: This study elucidated that, in addition to professional knowledge and clinical 

experience, on-site evaluation and the shared understanding of users’ preferences are critical 

factors in the process of powered wheelchair provision. The insights obtained may serve as 

practical guidance for less experienced physical and occupational therapists and have potential 

implications for enhancing future educational programs and support systems related to assistive 

mobility device implementation.

Key words: powered wheelchair, KJ Method, Thought Process
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1. はじめに（序論、緒言）
脳卒中による片麻痺症状は特異的な歩行パター

ンを引き起こす要因である 1）。この正常から逸脱
した歩行パターンは、麻痺側下肢筋の筋出力低下
や筋緊張異常 1）、各筋の筋出力のアンバランス 2）、
アライメント不良 3）などにより引き起こされる。
歩行パターンは歩行速度と強い関連があり 4）、歩
行速度が低下している者ほど立脚期の膝関節の動
きに異常を呈しており、De Quervainらは Exten-
sion thrust pattern, Stif f knee pattern, Buckling 
knee patternと呼ばれるパターンに分類した 5）。
いずれも立脚期における Double knee actionの異
常である。Extention thrust patternは踵接地直後
に膝が過伸展する歩容であるが、踵接地後に一度

膝が屈曲した後に急速に膝が過伸展する歩容は反
張膝と臨床場面では判断されており、De Quer-
vainらの分類に加え recurvatum knee（反張膝）や
back kneeなどと括られている 6,7）。反張膝は立脚
期における膝関節の制御が不良であることが多
く、歩行効率が悪く 8）、膝関節変形や膝関節痛を
引き起こすリスクがあるため 9）、理学療法介入に
より改善が求められる歩行パターンである。この
異常歩行を定量的に評価する方法は 3次元動作解
析にて関節角度や関節トルクを測定する方法など
であるが 10）、高額な機器であることに加え測定準
備に時間を要する。そのため、臨床では特定の評
価バッテリーを用いることも少なく、目視によっ
て歩行観察する方法がとられることが多い。目視

◎原著

脳卒中者の歩行における反張膝の定量的評価に関する試み
A Pilot Study on the Quantitative Assessment of knee recurvatum During Gait in Stroke Patients

小田桐伶 1），金子純一朗 2），浅見正人 2），吉田英樹 3）
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による歩行観察では検査者の主観が入りやすいた
め、より定量的に評価する方法を調査することに
は意義がある。そこで我々は、より安易で簡便に
評価するために、ジャイロセンサ併用加速度計を
麻痺側腓骨頭に取り付け、立脚期の下腿が回転す
る角速度から、立脚期における Double knee ac-
tionを定量的に評価することができるのではない
かと考えた。図1は健常者を対象とした予備実験
における 1歩行周期の角速度変化である。荷重応
答期付近を中心に谷型の波形ができた後に小さな
山形の波形が生じるため、この波形の極大値と極
小値の差から、膝が急激に過伸展する歩行パター
ンを定量評価できるのではないかと思われる。本
研究では荷重応答期における角速度波形の極大値
と極小値の差が、Gait Assessment and Interven-
tion Toolの 13項目（C）の、立脚期の膝関節の評価
と合致するのか検討し、測定法の検者内信頼性を
確認することとした。

2. 対象および方法
対象は脳卒中片麻痺患者 12名（年齢：66± 9.2

歳、身長：162.7± 10.3 cm、体重：55± 9.2 kg、
性別：男 11名、女 1名、脳梗塞 6名、脳出血 6名）
とした。対象者の条件は、歩行に介助を必要とし
ない者、著明な高次脳機能障害及び整形外科的疾
患がない者、研究参加の同意が得られた者とした。

方法は対象者に最大 10 m歩行テストを 2回実施
した。杖や短下肢装具（以下、AFO）などの歩行補
助具は、リハビリテーション場面や日常で対象者
が頻回に使用している場合には使用してテストを
行った。T字杖を使用している者は 8名、AFOを
使用している者は 12名であった。AFOは、Gait 
solution継手付き AFO（以下、GS-AFO）使用者が
9名、Remodeled Adjustable Posterior Strut AFO
（以下、RAPS-AFO）使用者が 3名であった。テス
トの際、膝が急激に後退する角速度変化を確認す
るために、「ジャイロ併用型加速度計（マイクロス
トーン株式会社、6軸モーションセンサーMP─
M6─06/2000C）」を麻痺側腓骨頭に取り付け、上下
方向の測定方向を下腿長軸（腓骨頭と外果を結ぶ
軸）に合うよう固定した（図2参照）。固定方法は
ジャイロ併用型加速度計に皮膚用両面テープを張
り付け、腓骨頭に固定した後にさらに上からサー
ジカルテープで固定した。ジャイロ併用型加速度
計のサンプリング周波数は 100 Hzとし、歩行開始
から 5回目の麻痺側踵接地から 6回目の麻痺側踵
接地までの 1ストライドを 1歩行周期とし、5歩
行周期分のデータを用いた。踵接地の同定は先行
研究を参考に 11）、上方向の加速度が大きく上昇し
た時点とした。各時系列における角速度変化をグ
ラフによって目視にて確認できるようにすること
に加え、「Excel（2016、日本マイクロソフト株式会

図 1　健常者における腓骨頭付近の角速度変化と反張膝の定量化のための算出値
LR：荷重応答期、Mst：立脚中期、Tst：立脚終期、PSw：前遊脚期、Isw：遊脚初期、
MSw：遊脚中期、TSw：遊脚終期
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社）」による高速フーリエ変換を利用したフィルタ
処理を行うため、1歩行周期を全て 64個データ数
に変換し、はじめの踵接地が 0％～次点の踵接地
が 100％になるよう標準化した。高速フーリエ変
換後、トレンド成分とその他のノイズを除去する
ためローパスフィルター（1～ 9 Hz）を用いた後に
逆フーリエ変換した。得られた 5歩行周期の平均
値をとったものを対象者の平均的な 1歩行周期と
した。得られたデータのグラフが、立脚初期～中
期で波形が谷と山を描いていることを確認し、立
脚初期（歩行周期 2～ 10％）の波形の極小値と、立
脚初期～中期（歩行周期 10～ 16％）の波形の極大
値との差を、反張膝の指標として算出した（図1
参照）。最大 10 m歩行テスト中の矢状面像は、「デ
ジタルカメラ（ソニーグループ株式会社、サイバー
ショット DSC─W530）」の動画撮影モードにて撮
影した。カメラは高さ 110 cmの三脚の上に置き、
歩行路から 3 m離れた地点に設置した。通常の目
視による歩行観察よりも、さらに検査精度を向上
させる目的で、先行研究を参考にスローモーショ
ン再生機能を利用することに加え、複数回撮影動
画を確認しながら 12）、臨床経験 10年以上の理学
療法士 2名が Gait Assessment and Intervention 
Toolの 13項目（C）にて評価し、0～ 1点の者を反
張膝なし群、2～ 3点の者を反張膝あり群の 2群

に分類した 13）。反張膝あり群が 5名、反張膝なし
群が 7名に分類されたため、「G power（3.1.9.4、ハ
インリッヒ・ハイネ大学）」を使用し、1標本 5名、
2標本 7人で a error＝ 0.05、b error＝ 20％で両
側検定を行った際、両群の差が効果量 d＝ 1.83以
上大きく離れると有意差を認めることを確認し
た。統計解析は「Windows版の R4.4.2（CRAN、
freeware）」を使用した。両群間に選択バイアスが
ないか確認するため、年齢、性別、身長、体重、
Fugl meyer assessment scale下肢項目、表在・深
部感覚テスト、10 m歩行テストについて、両群の
正規性と等分散性を検定し、前提を満たす場合に
は 2標本 t検定、満たさない場合にはMann-
Whitneyの U検定を用いて群間比較を行った。そ
の後、反張膝の指標について、正規性を確認した
後に 2標本 t検定を行った。有意水準は 5％とし
た。反張膝の指標の検者内信頼性に関しては、最
大歩行テストの 1回目と 2回目から測定値を算出
し、母集団が正規分布に従うと仮定し、級内相関
係数 ICC（1,1）および、測定の標準誤差（以下、
SEM）によって確認した。SEMは標準偏差×（1－
級内相関係数）÷ 2にて算出した。級内相関係数の
サンプルサイズは G powerを使用し、効果量 r＝
0.7、a＝ 0.05、b＝ 0.2で両側検定を行った際 11
名のサンプルサイズが必要であることを確認し
た。倫理的配慮に関して、対象者の個人情報の保
護には十分留意し、対象者には本研究に関する説
明を、口頭と書面の両方で実施し、同意を得た後
に行われた。本研究は、弘前脳卒中・リハビリテー
ションセンター倫理委員会の承認を受けた（承認
番号：16A012）。

3. 結果（成績）
両群間において年齢、性別、身長、体重、Fugl 

meyer assessment scale下肢項目、表在・深部感
覚テスト、歩行速度、歩数には有意差を認めなかっ
た（表1参照）。反張膝あり群では反張膝の指標の
平均±標準偏差が 60.2± 16.2°/sで、反張膝なし
群では 27.3± 10.6°/sであり有意差を認めた。反
張膝の指標の級内相関係数は 0.86、95％信頼区間
は 0.61－0.96、SEMは 8.54°/sであった。

腓骨頭～外果の延長線に
加速度計を合わせる

上下方向の加速度

図 2　加速度計の設置位置
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4. 考察（分析）
本研究より、スロー動画再生を複数回観察して

行った G.A.I.Tに基づく評価による反張膝の有無
と、立脚期における矢状面での角速度変化に有意
差を認めた。G powerにおいて d＝ 1.83以上大き
く離れると有意差を認めることを確認しているた
め、2群間における測定値は大きく離れており、立
脚初期～中期での膝関節が急速に伸展する動き
を、ジャイロセンサを用いることである程度定量
的に評価することが可能と思われる。また、2回
の測定における級内相関係数は 0.86であり、Lan-
disらは級内相関係数が 0.8～ 1.0である場合ほぼ
完全一致としていることから 14）、検者内信頼性は
高いと思われる。しかし、SEMは 8.54と大きく、
検査時に測定値にばらつきが生じやすいと思われ
る。測定値にばらつきが生じる要因について、健
常者の歩行においても荷重応答期における下肢運
動はある程度の冗長性を有しており 15）、全ての歩

行周期において同様の下肢の運動を行っていると
は考えられにくいことが挙げられる。特に、歩行
の学習が習熟していない脳卒中片麻痺患者におい
ては測定値にばらつきが生じやすいと思われ
る 16）。図3は対象者の歩行周期を五つ示した図で
あるが、各々で加速度波形に変動が生じているこ
とが分かる。それ以外に、図4は歩行速度が遅い
対象者 Aと歩行速度が速い対象者 Bの歩行周期
を表したグラフであるが、歩行速度の速い対象者
Bの方が荷重応答期以降に角速度が上昇と低下を
繰り返していることがわかる。これは素早い歩行
で急速に下腿が前に動いた後に制動されると、下
腿自体が前後方向に動揺するか、皮膚上で慣性セ
ンサが前後方向に動揺している可能性が考えられ
る 11）。そのため、センサの固定方法やノイズの処
理方法などを再検討する必要があると思われる。
それ以外に、トレンド成分を除去することで初速
度の影響を排除しているものの、Ankle locker機
構による下腿の前傾などの角速度成分は周期的な
成分であることが予想され、低周波成分として測
定値に含まれている可能性がある。歩行速度の速
い対象者 Bは荷重応答期以降も進行方向に対す
る角速度成分を有しており、反張膝の指標に影響
を与えている可能性がある。そのため、サンプル
サイズを増やし、必要があれば歩行速度で正規化
することを検討する必要がある。反張膝の指標の
外的妥当性に関して、本研究では歩行能力が監視
歩行以上とし、日常的に AFOを使用している場
合は AFOを使用する設定であった。本研究の対図 3　歩行周期のばらつきについて

表 1　両群の基本属性と身体機能、両群の差の検定
反張膝あり群（5名） 反張膝なし群（7名） p-value

反張膝の指標（°/s） 60.2± 16.2 27.3± 10.6 p＞ 0.05

歩行速度（m/s） 0.7± 0.2 0.8± 0.4 n.s.

歩数（歩） 21.6± 5.2 21.3± 4.3 n.s.

年齢（歳） 67.0± 10.2 65.3± 7.9 n.s.

性別 男 5名 男 6名、女 1名 n.s.

身長（cm） 163.8± 6.4 161.9± 11.5 n.s.

体重（kg） 58.6± 11.4 52.5± 5.7 n.s.

FMA下肢項目 21.0± 3.5 23.3± 4.7 n.s.

表在感覚 軽度鈍麻 3名、重度鈍麻 1名、精査困難 1名 正常 2名、軽度鈍麻 3名、中等度鈍麻 2名 n.s.

深部感覚 軽度鈍麻 3名、重度鈍麻 1名、精査困難 1名 正常 3名、軽度鈍麻 2名、中等度鈍麻 2名 n.s.

FMA：Fugl meyer assessment scale
※平均値±標準偏差
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象者は GS-AFOあるいは RAPS-AFOを使用して
おり、本人の能力に合わせて個別に調整されてい
た。GS-AFOは背屈遊動と底屈制動、RAPS-AFO
は任意の範囲で背屈制動と底屈制動がなされてい
たため、AFOなしの歩行と比べると、加速度デー
タの波形の変動が小さくなった可能性がある。 今
後は、装具なしでの歩行や、介助が必要な者に対
して評価可能であるのかについては明らかにして
いく必要がある。また、著明な Extension thrust 
patternや Buckling knee patternを呈している者
は対象者に含まれていなかったため、反張膝以外
の歩行パターンの際に測定値が変化するかについ
ては検討できていない。例えば、強く足を踏みつ
けて歩いた場合、下腿が急速に前に移動するため
測定値が高くなってしまう可能性がある。また、
反張膝を起こしていなくても、Buckling knee pat-
tenのように膝屈曲位の中で下腿が急速に前後に
動いた場合も測定値が高くなる可能性がある。こ
れは観測データが一つの加速度計からしか行って
いないために生じる問題である。そのため、大腿
部と下腿部に装着したジャイロセンサの出力から
相対的な回転角度を算出し、それを膝関節角度と
して推定方法や、歩行観察と合わせてパターン分
類した後に、数値を割り出すなどの新たなデータ
収集手段が必要である。今後の展望について、加
速度計測地点を 2点以上にすること、サンプルサ
イズを増やすことや、より歩行レベルの低い者を
対象に評価を実施することに加え、クラスター分
析によって加速度波形の特徴を調査することが必
要である。

5. 結論
反張膝の定量的評価法として、麻痺側下腿に
ジャイロセンサを取り付け、角速度を計算する計
測法を検討した。その結果、角速度波形の極大値
と極小値の差を指標とすることで、スロー動画再
生を複数回観察して行った G.A.I.Tに基づく評価
と一致することが示された。この手法は検査結果
にばらつきが見られるものの、臨床現場での客観
的かつ再現性のある評価法として活用できる可能
性が示唆された。本研究で得られた知見は、脳卒
中片麻痺患者の歩行パターン評価に新たなアプ
ローチを提供し、リハビリテーションにおける介
入効果の定量的な評価に寄与する可能性がある。
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Abstract:

A novel quantitative evaluation method for accessing knee recurvatum in hemiplegic stroke 

patients was investigated. This method involved attaching a gyro sensor to the paralyzed lower 

leg to calculate the angular velocity during gait. Twelve stroke patients who could walk 

independently par ticipated in the study. The recur vatum knee index was calculated by 

subtracting the minimum angular velocity value from maximum value during the stance phase 

of walking. Two physical therapists visually classified participants into the recurvatum and non-

recurvatum knee groups, and a test for differences between the two groups was performed. In 

addition, the intraclass correlation coef ficient and standard error of measurement were 

calculated to confirm the intra-examiner reliability of the index of recurvatum knee when the 

10 m walking test was performed twice. As a result, a significant difference was found in the 

index of the recurvatum knee, with an intraclass correlation coefficient of 0.86, 95% confidence 

interval of 0.61 ─ 0.96, and SEM of 8.54°/s. Although the index of the recurvatum knee was 

variable, this method demonstrated potential as an objective and reproducible evaluation method 

in clinical settings. These findings provide a new approach for quantitatively evaluating the gait 

patterns of hemiplegic stroke patients and may contribute to the objective evaluation of 

rehabilitation interventions.

Key words: Recurvatum knee, gyro sensor, stroke
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1. はじめに
日本は現在、65歳以上の人口が全人口の 30％

に差し掛かる超高齢社会である。超高齢社会では、
高齢者自身による身体機能および認知機能の維持
が求められており、特に日常生活動作（ADL）の自
立を維持するために、上肢機能の維持・改善が重
要である 1）。先行研究によれば、定期的な運動は
認知機能の向上や生活の質（QOL）の改善に寄与
することが報告されているが 2）、継続的に運動習

慣を持つ高齢者の割合は低く 3）、若年者に比べて
座位行動が多く活動量が減少している傾向にあ
る 4）。このため、楽しみながら運動へのモチベー
ションを維持するプログラムの開発が急務であ
る。
近年、エクササイズとゲーム要素を組み合わせ
たエクサゲームが高齢者の運動継続性を高める有
望な方法として注目されている 5,6）。特にバーチャ
ルリアリティー（VR）（仮想現実）技術は高い没入

◎原著

高齢者向けVRエクサゲーム設計に向けた
上肢挙上動作特性の検証

余剰距離を考慮したFitts の法則の適用
Uppe-Limb Movement Characteristics for Designing VR Exergames for Older Adults: 

Application of Fitts’ Law Considering Surplus Distance

正田千宙 1），宮﨑敦子 1），大伏仙泰 1），佐々木智也 2），森隼人 3），奥山卓 1），檜山敦 4）

要 旨

本研究は、高齢者のための VRエクサゲーム設計を目的とし、Fittsの法則に基づいて上肢挙
上動作特性を検証した。VR環境内でのポインティングタスクにおいて、ターゲットが表示
されてから参加者がトリガーボタンを押すまでの動作時間を測定したが、バーチャルハンド
の当たり判定（コライダー）の位置が指の根元にあったため、高齢者で Fittsモデルへ十分に
適合しなかった。この課題に対し、ターゲット半径に余剰距離（0.05 m）を加えて動作終了
の基準を再定義した結果、高齢者の Fittsモデルへの適合度が改善し、より正確な動作時間の
評価が可能となった。その結果、高齢者の動作時間は若年者の約 2倍であることが明らかと
なり、特に頭上方向のターゲットで顕著な遅延が認められた。これらの結果は、高齢者の筋
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感を提供し、個人の能力に応じて柔軟に難易度を
調節可能であるという利点を持つことから、運動
のみならず高齢者の身体機能評価および認知ト
レーニングにおいても活用が期待されている 7,8）。
しかし、高齢者は若年者と比較して運動制御能

力や筋力が低下しており、単純に手を伸ばすよう
な簡単な動作であっても、その動作時間は若年者
よりも 26～ 69％程度長いことが明らかになって
いる 9）。さらに高齢者は運動能力や身体機能にお
いて個人差が大きく 10）、認知機能や筋肉量が低下
している場合、VRを用いたエクサゲームを実施
できるかどうかも不明確である。高齢者を対象と
した VR環境での動作分析や、適切な難易度設定
についてはまだ十分に検討されていない。特に
VRを用いたエクサゲームでは若年者向けの難易
度設定が適切でない可能性があるため、高齢者に
適した難易度設定の方法が求められている。

Fittsの法則は、対象物までの距離や対象物の大
きさを用いて動作所要時間を予測するモデルであ
る。数式はMT＝ a＋ b× ID（MT：動作時間、
ID：難易度指標、a・b：定数）で表され、IDは一
般的に ID＝ log2（D/W＋ 1）（D：距離、W：ター
ゲット幅）で定義される 11）。このモデルは医学分
野、特にリハビリテーション領域では患者の運動
機能評価や訓練プログラム設計の基礎理論として
広く活用されている。近年では、VRなどの先端技
術と組み合わせた研究も進められており 12）、特に
3次元空間における Fittsの法則 13）の応用は、高齢
者の上肢動作を客観的に評価し、安全かつ効果的
なリハビリテーションの実施に寄与すると期待さ
れている。
本研究では、高齢者と若年者の VR環境での上
肢挙上動作を伴うポインティングタスクを実施
し、その目的は Fittsの法則に基づく動作時間特性
の比率関係を明らかにすることである。これによ
り、若年者のデータを基に高齢者の動作時間を推
定する基礎的知見を得ることで、高齢者を対象と
する実験の頻度を減らし、身体的・精神的負担を
軽減しながら効率的な VRエクサゲーム開発を可
能にすることを目指した。特に VR環境を用いた
エクサゲーム開発では多くの試行錯誤が必要とな
るため、若年者データから高齢者のパフォーマン

スを推定できる関係性の解明は臨床的に重要な意
義を持つ。

2. 対象および方法
2─1	 対象
本研究の対象者は、高齢者 6名（平均年齢 77.7
± 5.65歳・全員女性）と若年者 11名（平均年齢
24.1± 2.07歳・男性 8名および女性 3名）であっ
た。高齢者に対しては、属性を確認するために
Mini-Mental State Examination （MMSE-J）14）、Mon-
treal Cognitive Assessment （MoCA）15）による認知
機能評価、および筋肉量評価として四肢骨格筋量
指数（SMI）16）を測定した。

2─2	 倫理的配慮
本研究は、東京大学倫理審査専門委員会の承認
を得て実施した（審査番号：23─258）。全ての参加
者には研究の目的・内容・リスクについて十分に
説明を行い、書面による同意を得た。実験中は安
全を確保するため、実施者が常に参加者の近くで
待機した。また安全性の配慮とし、VR酔い（サイ
バー酔い）の予防と早期発見のため、実験開始前に
参加者に VR酔いの症状（めまい、吐き気、頭痛等）
について説明し、不快感がある場合は直ちに申告
するよう指示した。また、各ターゲットサイズ条
件の測定間には十分な休憩時間を設け、参加者の
体調を確認した。実験中は実施者が常に参加者の
様子のモニタリングを行った。なお、本研究では
全参加者が実験を完遂し、VR酔いによる中断や
体調不良の訴えはなかった。

2─3	 実験装置と環境
Meta社製のヘッドマウントディスプレイ

（HMD）（Meta Quest 2）を使用し、VRアプリケー
ションは Unityで開発した。参加者は座位で
HMDを装着し、両手に専用コントローラを持っ
てポインティングタスクを行った（図1）。

2─4	 ポインティングタスクの手順
ポインティングタスクは、Fittsの法則に基づ

き、円状に配置したターゲットを順番に選択して
いくもので、上肢の挙上動作を伴った。ターゲッ
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トは、各参加者の腕の長さに応じて大きさが調整
され、腕の長さが 0.5 mの場合に手のひらの大き
さに相当する 0.1 mを基準として、1倍・1.3倍・
0.7倍の 3段階にサイズを変化させた。これによ
り、腕の長さの個人差によってターゲットの見え
方が変わることを防いだ。
ターゲットは、各円の中心を右側肩の高さ・左

側肩の高さ・右側頭上・左側頭上の四つの位置に
順次設定した。ターゲットは中心位置ごとに、右
向きを 0°として反時計回りに 0°・180°・45°・
225°・90°・270°・135°・315°の順に連続して表
示した。この順序はターゲット間の移動距離を保
ち、かつ方向を毎回大きく変化させ、特定の方向
への偏りを防ぐことを目的に設定した。
実験開始時には、参加者の利き手と最大前方挙

上角度の情報を取得した。特に高齢者に関しては、
前方挙上角度が日本整形外科学会の定める参考可
動域（180°）17）未満の可能性があるため、理学療法
士がゴニオメータを用いて自動最大前方挙上角度
を計測した。その角度を VRアプリケーションに
入力し、頭上位置にターゲットを設定する際には、
最大前方挙上角度に合わせてターゲット位置を調

整し、確実に参加者がターゲットに到達可能であ
ることを確認した。
ポインティング動作は、ターゲットが新たに表
示されてからコントローラでターゲットに触れ
（ターゲットは赤色に変化）、その後トリガーボタ
ンを押すとターゲットが青色に変化してタスクが
完了した。参加者がタスクに慣れた状態で測定す
るため、ターゲットサイズごとに 2周行い、分析
には 2周目のデータのみを使用した。

2─5	 動作時間の定義とデータ解析
本研究では動作時間を二つの方法で定義した。
まず、ターゲットが新たに表示されてから参加者
がトリガーボタンを押すまでの時間を動作時間と
して計測した。しかし、この方法ではターゲット
に触れていてもハンドアバタのコライダー（当た
り判定）が指の根元付近に設定されていたため、高
齢者の場合はターゲットを正確に選択するのが難
しく、動作時間の正確な計測が困難だった。
そのため、ターゲットへの到達判定基準を再検
討し、余剰距離を指標として導入した。余剰距離
とは、ターゲット中心からの距離においてター
ゲットの物理的な半径に追加で許容する距離のこ
とである。最適な余剰距離を決定するため、複数
の余剰距離（0.15 m・0.1 m・0.05 m・0 m）を設定
し、それぞれの条件での Fittsの法則への適合度
（R 2）を検証した。コントローラの中心とターゲッ
トの中心との距離が「ターゲット半径＋余剰距離」
以内に入った時点を動作終了とした場合の動作時
間を算出し、Murataと Iwaseの式および Chaと
Myungの式に対するフィッティングを行った。各
余剰距離での R2値と実際のターゲット選択の観
察結果を総合的に評価し、本研究の分析に最適な
余剰距離を決定した。この基準により、ターゲッ
トに近づくまでの純粋な挙上動作の時間をより正
確に測定できる。
得られたデータについては、動作時間とター
ゲットの位置やサイズに基づく難易度（ID）との
関係を分析した。分析に際しては、データ内の外
れ値（四分位範囲の 1.5倍以上の外れ）を除去した
後、各区間（IDを 0.2ずつ区切った）に動作時間と
IDの平均値を用いて代表値とし、各 Fittsの法則

図 1　実験中の高齢者の様子
VR環境下でのポインティングタスク実施時の高齢者参加者。参
加者はHMDを装着し、両手でコントローラを持ち、空間内のター
ゲットを指差している。実験は四つの位置条件（利き手前方・
非利き手前方・利き手頭上・非利き手頭上）で実施された。
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モデルへの適合度を評価した。

2─6	 Fittsの法則の適用と若年者から高齢者の
動作時間予測手法

ポインティング動作の所要時間（MT）と難易度
（ID）の関係を分析するため、3次元空間において
広く用いられている以下の二つの Fittsの法則モ
デルを使用した。

Murataと Iwaseの式 13）：

MT＝a＋b×ID

ID＝log2（D/W＋1）＋c×log2（θ/90＋1）

ここで、MTは動作時間、Dはターゲットまで
の距離、Wはターゲットの幅、θは移動方向の角
度（度）、a、b、cは実験的に決定される定数であ
る。

ChaとMyungの式 18）：

MT＝a＋b × ID

ID＝ log2（D/W＋1）＋c×log2（α＋1）＋d×log2

（β/W＋1）

ここで、αは仰角（度）、βは（D2＋W 2＋ F 2－ 
2DW cos（α））（1/2）、Fはカーソルサイズを表す。F
値として、コントローラ側のコライダーサイズで
ある 0.052 mを用いた。

Murataと Iwaseの式は、ターゲットまでの距
離・ターゲットのサイズ・およびターゲットの方
位角を考慮している。これらの要素に加え、Cha
とMyungの式はターゲットへの挙上動作に関係
する仰角の影響も含めているため、特に上肢挙上
動作を伴うポインティングタスクに適している可
能性がある。
両モデルの適合度を評価するため、参加者ごと

に動作時間（MT）を難易度（ID）に対して回帰分析
を行い、各モデルの決定係数（R 2）を算出した。決
定係数は 0から 1の範囲で、値が 1に近いほどモ
デルの適合度が高いことを示す。参加者群（高齢
者・若年者）およびターゲット位置別に分析し、そ
れぞれのモデルの適合性を検討した。
若年者から高齢者の所要時間を予測するため

に、高齢者と若年者それぞれの動作時間データか
ら回帰式のパラメータを算出し、両者の所要時間
の比率関係を検討した。これにより、若年者の測
定値から高齢者の所要時間を推定する可能性を検
証した。

3. 結果
本研究の参加者は、高齢者 6名（全員女性）と若

年者 11名（男性 8名・女性 3名）であった。高齢者
の認知機能評価の結果は、MMSEが平均 26.2±
2.71点・MoCAが平均 26.5± 2.26点であった。
これらの数値はカットオフ値（MMSE：24点・
MoCA：26点）により、一部の参加者に認知機能
低下や軽度認知障害（MCI）が認められることを示
している。また、筋肉量評価として四肢骨格筋量
指数（SMI）の平均は 5.62± 0.65 kg/m2であり、一
部の参加者はサルコペニアの診断基準（女性：
SMI値 5.7 kg/m2未満）に該当しており 19）、全体
的に筋肉量の低下がみられるグループであった。
また、利き手最大握力は平均 18.88± 1.71 kgであ
り、半数の参加者はサルコペニアの診断基準（女
性：握力値 18 kg未満）に該当しており、筋力の面
からもサルコペニアのリスクを示しており、筋肉
量の低下と一致する結果であった。

3─1	 Fitts の法則への適合度
高齢者と若年者それぞれについて、各位置（利き
手前方・非利き手前方・利き手頭上・非利き手頭
上）での Fittsの法則への適合度（R 2）を示す（表
1）。高齢者のMurataと Iwaseの式に対する R 2

は、利き手前方位置で 0.20、非利き手前方位置で
0.08、利き手頭上位置で 0.59、非利き手頭上位置
で 0.81であった。一方、ChaとMyungの式に対
する R 2は、利き手前方位置で 0.39・非利き手前
方位置で 0.79・利き手頭上位置で 0.75・非利き手
頭上位置で 0.93であり、Murataと Iwaseの式よ
り安定した適合度を示した。若年者のMurataと
Iwaseの式に対する R 2は、利き手前方位置で
0.29・非利き手前方位置で 0.90・利き手頭上位置
で 0.84・非利き手頭上位置で 0.87であった。Cha
とMyungの式に対する R 2は、利き手前方位置で
0.71・非利き手前方位置で 0.89・利き手頭上位置
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で 0.86・非利き手頭上位置で 0.87となり、若年者
においても ChaとMyungの式の方で適合度が高
くなる傾向が見られた。
横軸を難易度 ID（bit）、縦軸を動作時間MT（s）

としてプロットしたグラフを図2に示す。高齢者
と比べ若年者の方が全体的に Fittsの式によく適
合していることが視覚的に確認できる。表1に示
す決定係数の数値と図2のプロットパターンか
ら明らかなように、高齢者は若年者と比べて全体
的に R 2の値が小さく、特にMurataと Iwaseの式
で顕著であった。しかし、非利き手頭上位置では、

高齢者でも比較的高い R 2値（ChaとMyungの式
で 0.93）が得られた。非利き手頭上位置で最も適合
度が高かった ChaとMyungの式を用いて回帰式
を算出したところ、高齢者はMT＝ 0.16＋ 0.38・
ID、若年者はMT＝ 0.29＋ 0.11・IDとなった。高
齢者は若年者に比べて傾き（b値）が大きく、難易
度が高いほど所要時間が伸び、高齢者の動作時間
はおよそ若年者の約 2.3倍であった。

3─2	 動作時間定義の修正と再分析
ポインティングタスクにおけるコライダー位置
の影響を考慮し、余剰距離を用いて動作時間を再
定義し再分析を行った。高齢者と若年者について、
例として利き手前方位置での余剰距離（0.15 m・
0.1 m・0.05 m・0 m）ごとの Fittsの法則モデルへ
の適合度（R 2）を示す（表2）。Murataと Iwaseの式
の R 2は、余剰距離 0.15 mで 0.87・0.1 mで 0.85・
0.05 mで 0.85・0 mで 0.84であった。一方、Cha
とMyungの 式 の R 2は、 余 剰 距 離 0.15 mで
1.00・0.1 mで 0.96・0.05 mで 0.97・0 mで 0.86
であり、Murataと Iwaseの式より安定した適合度
を示し、余剰距離が大きいほど高い傾向があった。
また、余剰距離（0.15 m・0.1 m・0.05 m・0 m）に
ついて、コントローラとターゲットの近さを確認

図 2　難易度 IDと動作時間MTのプロット
横軸に難易度 ID［bit］、縦軸に動作時間MT［s］としたプロット図。（a）高齢者と（b）若年者における各位置（利き手前方・非利き
手前方・利き手頭上・非利き手頭上）での Fittsの法則への適合度を青色（Murataと Iwaseの式）とオレンジ色（Chaと Myungの式）
で示している。プロットおよび回帰直線から、若年者のほうが全体的に Fittsの式によく適合していることが視覚的に確認できる。

表 1　高齢者と若年者における各位置での Fittsの法則へ
の適合度（R2）

位置
高齢者 若年者

Murata &
Iwase

Cha &
Myung

Murata &
Iwase

Cha &
Myung

利き手前方 0.20 0.39 0.29 0.71

非利き手前方 0.08 0.79 0.90 0.89

利き手頭上 0.59 0.75 0.84 0.86

非利き手頭上 0.81 0.93 0.87 0.87

高齢者および若年者について、四つの位置（利き手前方・非利き
手前方・利き手頭上・非利き手頭上）におけるMurataと Iwase
の式、および ChaとMyungの式に対する決定係数（R 2）。高齢
者は若年者と比較して全体的に R 2値が低く、特にMurataと
Iwaseの式で顕著であるが、ChaとMyungの式の方が適合度は
よい。
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したところ、余剰距離が 0.05 m以下でターゲット
とコントローラが十分に近づいていると判定さ
れ、タッチが成立してターゲットが赤く表示され
た。表2で示すように余剰距離が 0.05 mの場合の
R 2は十分に高く（ChaとMyungの式で R 2＝
0.97、Murataと Iwaseの式で R 2＝ 0.85）、この値
を採用することで、高齢者でも上肢挙上動作の所
要時間を精度よく評価できた。
したがって余剰距離を 0.05 mとした場合の動

作時間を用いた Fittsの法則へのフィッティング
の様子を図3に示す。横軸は難易度 ID（bit）、縦
軸は動作時間MT（s）である。決定係数が大きく、

高齢者も若年者もよく Fittsの法則に適合してい
る。この再定義した動作時間を用いた分析では、
高齢者・若年者とも良好な適合性（ChaとMyung
の式で利き手前方位置での R 2が高齢者 0.97、若
年者 0.88）を示した。図2と図3を比較すると、特
に高齢者の非利き手前方位置では、ChaとMyung
の式を用いた場合の R 2値が 0.79から 0.98へと
大幅に改善されている。3─1で比較したように、
非利き手頭上位置での回帰式は、高齢者がMT＝
0.23＋ 0.25・ID、若年者がMT＝ 0.09＋ 0.13・ID
となった。再分析後も高齢者の傾きが大きく、難
易度が高まるほど動作時間の増加が大きかった
が、再定義後の動作時間では高齢者の所要時間が
若年者の約 2.0倍であり、再定義前（約 2.3倍）より
やや小さい結果となった。

4. 考察
本研究では、高齢者と若年者の VR環境での上
肢挙上動作を伴うポインティングタスクを実施
し、Fittsの法則に基づく動作時間特性の比率関係
を明らかにし、若年者のデータから高齢者の動作
時間を予測する基礎的知見を得ることを目指し
た。
動作時間を二つの方法で定義した。ターゲット

表 2　 利き手前方位置における余剰距離ごとの Fittsの 
法則への適合度（R2）
余剰距離 Murata & Iwase Cha & Myung

0.15 m 0.87 1.00

0.10 m 0.85 0.96

0.05 m 0.85 0.97

0 m 0.84 0.86

余剰距離（0.15 m、0.1 m、0.05 m、0 m）ごとの、利き手前方位置
におけるMurataと Iwaseの式および ChaとMyungの式に対す
る決定係数（R2）。ChaとMyungの式では、余剰距離が大きいほ
ど適合度が高い傾向がみられた。実験観察において余剰距離
0.05 m以下でターゲットとコントローラが十分に近づいた場合、
視覚的にもタッチが成立したと判断できたため、0.05 mの条件
を採用した。

図 3　余剰距離を 0.05 mとした場合の難易度 IDと動作時間MTのプロット
余剰距離を 0.05 mとして再定義した動作時間を用いた Fittsの法則へのフィッティング。横軸は難易度 ID［bit］、縦軸は動作時間MT［s］
である。（a）高齢者と（b）若年者のいずれも高い決定係数（R2）を示し、特に高齢者の非利き手前方位置では、Chaと Myungの式
で R2値が 1.00と大幅に改善されている。再定義後の動作時間では高齢者の所要時間が若年者の約 2.0倍となっている。
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が表示されてから参加者がトリガーボタンを押す
までの時間を使用した場合、高齢者ではハンドア
バタのコライダーが指の根元付近にあったため、
ターゲットへの正確なポインティングが難しく、
測定精度に課題があった。そのため、ターゲット
到達の基準をコントローラとターゲットの距離
（ターゲット半径＋余剰距離 0.05 m）へ再設定す
ることで、ポインティング精度の影響を除外し、
上肢挙上動作時間をより正確に測定可能となっ
た。
再定義後の動作時間に基づいて回帰式パラメー

タを検討した結果、高齢者の動作時間は若年者の
約 2倍であることが明らかになった。この比率関
係を用いた予測モデルを活用することで、高齢者
を対象とする実験頻度を減らし、高齢者の身体
的・精神的負担を軽減しながら効率的な VRエク
サゲームの開発が可能になる。最新の XR（拡張現
実）環境における Fittsの法則の適用に関するレ
ビューでは、若年者や一般成人（平均年齢約 25歳）
の VR環境でのポインティングタスクにおける動
作時間（MT）の中央値は 1.25秒であった 20）。この
知見と本研究の比率関係（2倍）を適用すると、若
年者と高齢者の動作時間の差異を定量的に予測す
ることが可能になる。理学療法士が VRエクサ
ゲームやリハビリテーションにおいて、上肢動作
評価や、ターゲット位置・サイズによる難易度調
整度を調整する際に、迅速かつ安全に行うための
有効なツールとして活用できることが期待され
る。
また、高齢者は若年者に比べて Fittsの法則モデ

ルへの適合度が低かった。この理由として、運動
制御能力や筋力低下によるポインティング動作の
不安定性が挙げられる。実際、高齢者ではターゲッ
トが頭上に近づくほど動作時間が顕著に遅延し、
肩関節の可動域制限や筋力低下が動作難易度を高
めていることが示唆される。しかしながら、2次
元でのハンドジェスチャによる GUI操作を対象
とした研究では、Fittsの法則モデルへの適合度に
関して逆の傾向が報告されている 21）。ポインティ
ング操作において、若年者の適応度（R 2＝ 0.4508）
に対し高齢者の適応度（R 2＝ 0.5398）と、高齢者の
方で適合度が高かった。この相違点は、2次元操

作と 3次元操作における高齢者の運動制御の質的
な違いを示唆している。2次元上での操作では高
齢者でも比較的安定した動作パターンを示すのに
対し、3次元空間、特に上肢挙上を伴う動作では
運動制御の不安定性が増すためと考えられる。特
に、今回の研究で仰角成分（上肢挙上角度）を考慮
した ChaとMyungのモデルは、高齢者の非利き
手頭上位置で高い適合度を示しており、肩関節や
上腕部への負荷を適切に反映している可能性があ
る。このモデルは、今後、高齢者の上肢機能評価
やリハビリテーションプログラムの設計において
重要な指標となることが期待される。
このような運動制御的な要因に加え、高齢者が
示す 3D空間でのポインティング操作の困難さに
関しては、奥行き知覚能力の低下も重要な要因と
して考慮すべきである。加齢に伴い視覚的手がか
りからの 3D形状知覚へ影響を与えることが示さ
れており、特に視覚および触覚による物体形状の
認識能力に変化がみられることが報告されてい
る 22）。このような知覚能力の変化は、3D空間で
のターゲット位置の正確な把握を困難にする可能
性がある。また、高齢者は空間的統合能力だけで
なく、時間的統合能力も低下することが報告され
ている 23）。このような視覚的統合能力の全体的な
低下は、2次元よりも複雑な情報処理を要する
3次元操作において、適合度の低下を招く一因と
なると考えられる。さらに、認知機能低下を伴う
高齢者において自己中心的距離知覚の精度が低下
し、ターゲットへの正確なリーチング動作が妨げ
られる 24）。これらの先行研究から、本研究で観察
された高齢者の 3D空間でのポインティング精度
の低下は、運動制御の問題だけでなく、ターゲッ
トの空間的位置を正確に認識できない認知的要因
も関与していると考えられる。したがって、高齢
者向けの 3Dインタフェース設計においては、奥
行き知覚を補助する視覚的手がかり（影やテクス
チャなど）の強化が重要である。
高齢者の VR環境に対する不慣れさやハンドア
バタのコライダー位置設定が操作性や計測精度に
大きな影響を与えることも明らかになった。この
知見は、高齢者向け VRエクサゲームの開発にお
いて、操作環境を直感的かつ容易に扱えるような



Journal of Assistive Technology in Physical Therapy　Vol.5　No.1　2025 51

インタフェース設計の必要性を示している。本研
究で用いた余剰距離を考慮した動作時間の再定義
手法は、高齢者向け VRエクサゲームの開発や難
易度調整の基準として有効であり、運動意欲や継
続性向上にも貢献することが期待される。
本研究の対象者には認知機能低下や軽度認知障

害（MCI）に該当するもの、サルコペニア傾向がみ
られる高齢者が含まれていたが、これらの対象者
も VR環境内でポインティング動作を実施可能で
あり、データ取得に支障はなかった。この結果は、
身体・認知機能が低下した高齢者に対しても VR
環境での身体機能評価やエクサゲームが適用可能
であることを示唆している。
しかしながら、参加者数に限界があったため、

今後はより多様な高齢者を対象に認知機能や筋肉
量、筋力の詳細な評価と併せて検証することで、
より精度の高い動作予測モデルの構築も可能にな
ると期待される。また、高齢者の筋力や認知機能
などの背景因子と動作特性との関連分析が不十分
であった。今後の研究では、MMSEやMoCAス
コア、SMI値、握力などの個人特性と動作時間や
Fittsの法則への適合度との相関分析を行うこと
で、どのような特性を持つ高齢者が VRエクサ
ゲームに適しているか、また個人差に応じた難易
度調整の指針を得ることが期待される。

5. 結論
本研究では、高齢者の上肢挙上動作を VR環境
で評価する際に、余剰距離を導入した Fittsの法則
が有効であることを明らかにした。高齢者の動作
時間は若年者の約 2倍で、特に頭上方向で顕著な
遅延を示した。この比率関係を利用し、若年者の
データから高齢者のパフォーマンスを推定するこ
とで、効率的かつ安全な VRエクサゲーム設計が
可能となることが示唆された。
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Abstract:

Background: Virtual reality (VR) exergames are increasingly recognized as valuable tools for 

promoting physical activity among older adults, enhancing motivation, and improving 

consistency with exercise routines. However, designing ef fective VR exergames requires 

understanding older adults’ movement characteristics.

Purpose: This study aimed to investigate upper-limb movement characteristics of older adults 

using Fitts’ law to inform the design of VR exergames.

Method: A VR-based pointing task measured participants’ movement times from target 

appearance until pressing a trigger button. Initially, older adults’ movement times did not 

adequately fit the Fitts’ law model because the virtual hand’s collider placement near the base of 

the fingers complicated accurate reaction time measurements. To address this issue, a surplus 

distance of 0.05 m was added to the target radius, redefining the criterion for movement 

completion.

Results: This adjustment significantly improved model fit for older adults, enabling more 

accurate evaluation of movement times. Older adults required approximately twice the 

movement time of younger adults, especially for overhead targets, highlighting significant age-

related delays. Overhead targets required greater shoulder mobility and strength, further 

increasing differences between age groups. Establishing this ratio of movement times allows 

designers to predict older adults’ performance from younger individuals’ data, facilitating 

efficient VR exergame development without frequent testing on older populations.

Conclusion: These findings provide valuable insights into age-related declines in motor control 

and muscle strength, contributing to effective design goals for VR exergames and rehabilitation 

programs. By recognizing and quantifying older adults’ performance differences, task difficulty 

can be optimized and motivation enhanced. Future research could explore variations in task 

complexity and long-term training ef fects to refine VR exergame design principles and 

rehabilitation practices specifically tailored for older adults.

Key words: Exergames, Virtual Reality, Fitts’ law, Upper-limb Movement, Motor Function 

Evaluation
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1. はじめに
肩関節は、両手を自由に使用するために大きな

関節可動域を有している。そのため、肩関節周囲
筋をはじめとする筋・腱・靱帯などの軟部組織で
体重の 1/8にあたる重い上肢を支える構造をし
ており、加齢に伴い腱の脆弱性が発生し、overuse
や微小損傷が蓄積されやすい構造となってい
る 1）。そして解剖学的関節（肩甲上腕関節、肩鎖関
節、胸鎖関節）と機能的関節（肩甲胸郭関節、第 2
肩関節）から構成され、その中でも肩甲上腕関節
は、上腕骨頭に対し肩甲骨の関節窩が小さく不安

定な構造であり、関節唇や関節包、多くの靱帯に
よる静的安定機構と、三角筋や棘上筋などの回旋
筋腱板の筋活動による動的安定機構によって上腕
骨頭を関節窩に求心位に保持している 2）。肩関節
における関節運動を生じる際には、上腕骨頭の安
定に作用する筋群だけでなく、肩甲骨や鎖骨に作
用する僧帽筋や前鋸筋などの肩甲帯周囲筋の筋活
動も重要である。肩甲帯周囲筋の筋活動は、肩関
節外転などの運動時における肩甲骨の安定性を得
るために必要であり、肩甲帯周囲筋活動の分析や
トレーニング方法、肩甲骨の運動パターンなど多

◎原著

抗力を具備した継手付き体幹装具の装着が
肩関節周囲筋活動に及ぼす影響

Effect of wearing a jointed trunk orthosis with resistance on muscle activity around the shoulder joint

中村壮大 1,2），山口将希 3），田代耕一 2），遠藤正英 2），勝平純司 4）

要 旨

【目的】本研究の目的は、抗力を具備した継手付き体幹装具（以下、TSC）の装着が、健常成
人の肩関節外転動作における肩関節周囲筋活動に及ぼす影響について明らかにすること。
【方法】対象は健常成人 25名とし、立位にて肩関節外転 0、30、60、90°位で表面筋電図を用
いて三角筋中部線維と僧帽筋上部線維の筋活動量を計測した。
【結果】三角筋中部線維では外転角度の増加とともに筋活動量が増加するのに加えて、全ての
角度で TSCを装着することで筋活動量は有意に増加した。僧帽筋上部線維では外転角度の増
加とともに筋活動量が増加し、TSCを装着することで筋活動量は 60°、90°において有意に増
加した。
【結論】TSCを装着して肩関節を外転すると、肩関節周囲筋の筋活動量が増加する結果が得ら
れた。運動療法を実施する際に TSCを装着することで、肩関節周囲筋の筋活動が促通しやす
くなることが示唆された。

キーワード：体幹装具、表面筋電図、肩関節
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くの研究報告がある 1─6）。また、慢性疼痛の発生部
位として、肩関節周囲は、腰、頸に続いて 3番目
に高頻度の有病率となっている 7）。加齢に伴い肩
関節周囲の疼痛を有する者が増加することもあ
り、加齢や疾病に伴う肩関節の機能障害により関
節可動域制限や筋力低下が生じた場合、上肢の機
能は全体的に低下し、その後、日常生活活動（Ac-
tivities of Daily Living）だけでなく生活の質（Quali-
ty of Life）にも多くの制限や支障が生じることが
考えられる。肩関節周囲における疼痛の中でも、
肩関節そのものの疼痛の因子として、インピンジ
メント症候群が挙げられる。このインピンジメン
ト症候群は、Neerら 1）も述べているように腱板断
裂や肩関節周囲炎とは異なり高齢者だけでなく、
若年者にも生じる病態である。インピンジメント
症候群を引き起こす要因として、肩関節の後方関
節包の緊張による上腕骨頭の前上方偏位や肩甲骨
位置異常と運動異常、腱板機能不全による三角筋
とのフォースカップルの破綻のように肩関節周囲
の問題に起因する要素のほかに、姿勢異常（不良姿
勢）により引き起こされるとの報告がある 8,9）。
不良姿勢は、肩関節の運動に影響を与える。ア

ライメントが崩れた不良姿勢の状態で肩関節を外
転させようとしても肩甲骨の動きは減少し、関節
可動域の減少や運動機能の低下を来すことがあ
り、著者の研究でも、高齢者では不良姿勢等によ
り肩甲骨の動きが減少し、上腕骨の動きが大きく
なっていることを報告した 10）。立位姿勢における
重心のベクトルは本来、腰部関節中心のやや前方
を通過するため、身体は脊柱起立筋群によるモー
メントを用いて体幹直立位を保持することが求め
られる。猫背・前かがみ姿勢（円背）のような不良
姿勢が続くとアライメントが崩れ、脊柱起立筋群
が必要以上に収縮して腰部の負担が大きくなる。
一般的な不良立位姿勢は、脊柱後弯、骨盤後傾、
膝関節屈曲に特徴づけられ、生活様式の変化や加
齢に伴う筋力低下などの影響でこのような姿勢変
化が生じることが考えられる。胸椎後弯は加齢と
ともに増大するが（10年で約 3°の増加）、胸椎の
上位よりも下位での変化が大きいとされている。
これは、脊椎椎体骨折が同領域で好発することと
も関連している。健常若年者の姿勢の研究では、

男女ともに 30年あるいは 50年前のデータと比較
すると、頭部の前方変位や脊柱の前傾変位、胸椎
後弯の増大 11,12）など、高齢者の姿勢の特徴と類似
してきている。これは、パソコンやスマートフォ
ンなど VDT（Visual Display Terminals）作業にお
ける同一姿勢や頭部前方位姿勢などの不良姿勢が
原因と考えられる。また、Rauoofらは、肩関節周
囲炎のリスクファクターとしても座業（デスク
ワーク）を挙げており 13）、肩関節周囲筋の筋活動
が乏しく運動不足による影響も大きいとされてい
る。また、MRI法にて筋厚を評価した研究では、
脊柱起立筋および腹直筋は男性で 30歳台、女性で
40歳台まで増加し、その後加齢に伴い減少するこ
とが報告されている 14）。体幹機能と肩関節の運動
機能の関連性から、体幹のアライメントを修正す
ることや胸郭を軽く固定することによっても肩関
節外転可動域が増加することもある。そこで肩関
節の運動機能の低下を改善するためにも、正しく
美しい座位姿勢や立位姿勢が重要となる。本研究
では、不良姿勢を矯正するだけでなく腹横筋など
のインナーマッスルを賦活することが報告されて
いる抗力を具備した継手付き体幹装具 Trunk So-
lution Core（トランクソリューション株式会社製、
以下 TSC）を装着することで肩関節機能にも影響
するのではないかと考えた。

TSCは、引きばねと継手部分のリンク機構に
よって胸を押す力の抗力を発生させている（図1、
2）。引きばねの張力は調節ネジによって段階的に
変化させることができる。バネの種類を取り外し
て交換することも可能なため、対象者の体幹機能
にあわせて幅広い調整域を有する。また、調節レ
バーを持ち上げると胸部支持体が胸に接触して抗
力を与え、調節レバーを下げると胸部支持体が胸
から離れる仕組みとなっている。さらに胸部を前
方から押す力を与えると体幹を起こすことに寄与
できるだけでなく、脊柱起立筋群のモーメントを
小さくすることができることや、腹筋群による
モーメントも発揮できると報告されている 15）。さ
らに腰部関節よりも上部には胸部を前方から押す
機構が作用し骨盤を固定しようと働くことで、胸
部を押す力の反作用を骨盤の後方で受けるかたち
となり、骨盤の前傾を促すことも可能になると述
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べている 15）。Hodgesら 16）は、四肢の運動前にイ
ンナーマッスルの一つである腹横筋がフィード
フォワード作用として、既に活動を始めているこ
とや、体幹や上下肢に負荷を加えたときに、他の
腹筋群および脊柱起立筋群に先行して腹横筋の筋
収縮が起きることが報告されている 17）。
これらのことから、腹横筋などのインナーマッ

スルが賦活することで肩関節の運動を円滑に行う
ことができる可能性がある。そこで体幹トレーニ
ング機器である TSCを使用することで、腹横筋な
どのインナーマッスルを賦活するだけでなく、不
良姿勢の矯正によって、肩関節外転運動における
肩関節周囲筋の筋活動が賦活されるトレーニング
効果が期待できると考えた。
本研究の目的は、TSC装着が肩関節外転動作に

おける肩関節周囲筋の筋活動に及ぼす影響につい
て明らかにすることである。本研究では、腹横筋
などのインナーマッスルを賦活する体幹トレーニ
ング機器である TSCを装着することで、肩関節外
転動作における肩関節周囲筋である三角筋、僧帽
筋の筋活動も賦活されると仮説を立て、検証を
行った。

2. 対象および方法
整形外科的既往歴がなく、神経学的にも問題の

ない健常成人 25名（平均年齢 34.4± 9.7歳、平均
身長 163.5± 9.2 cm、平均体重 60.6± 9.1 kg、平
均 BMI22.7）を 対 象 と し、 測 定 前 に Neerと
Hawkinsによるインピンジメント試験をそれぞ
れ行い 18）、肩関節に問題がないことを確認した。

本研究はヘルシンキ宣言および厚生労働省の
「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する
倫理指針」に基づき対象者の保護に十分留意し、医
療法人福岡桜十字（桜十字先端リハビリテーショ
ンセンター SACRA）の倫理委員会にて承認（承認
番号：2022011701）を得て実施した。対象者には研
究の趣旨と方法に関しての説明を十分に行い、研
究同意の撤回がいつでも可能なことを説明したう
えで、研究に協力することに対し口頭と書面にて
同意を得た後に計測を行った。
本研究では骨盤と体幹のアライメントを修正す
る目的で TSCを使用した。TSCのフレームは高強
度ステンレスを材料としており、胸パッド部分に
はシリコンを使用している。また、体幹支持体と
骨盤支持体は抗力を具備した継手で連結されてい
る。測定対象とした肩関節周囲筋は、肩関節外転
の主動作筋である三角筋中部線維と、肩甲骨運動
の力源となる僧帽筋上部線維とした。計測上肢は
対象者の利き手側で表面筋電計（TS─MYO、トラ
ンクソリューション株式会社製）を用いて筋活動
を計測した。電極は SENIAMガイドラインに基づ
き、僧帽筋上部線維の電極は、肩峰と C7棘突起
を結ぶ線の 1/2の点に貼付し、三角筋中部線維
は、肩峰と外側上顆の線上の最大膨隆部に貼付し
た 19）。表面筋電計のサンプリング周波数は 1 kHz
とし、電極には 20─450 Hzのバンドパスフィル
ターを実装した。筋活動計測時の条件として、立

図 1　抗力を具備した継手付き体幹装具
Trunk Solution Core（トランクソリューション株式会社製）

図 2　測定方法・TS 装着による効果
＊ 継手による抗力で常に胸部を押す力を与えることで、その抗
力に腹筋で対抗する。腹筋が賦活することにより、背筋は弛
緩する。胸部を押す力の反作用を骨盤の後方で受ける形とな
り、骨盤の前傾を促すことも可能となる。
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位にて肩関節外転 0、30、60、90°の位置で等尺性
収縮にて各 5秒間保持させた。運動課題時の筋活
動を計測し、各条件で 2回の測定を施行した。測
定肢位は、肘関節伸展位、前腕は自動運動での最
大内旋・外旋位における中間位にて行った（図
2）。角度の測定に関しては、東大式ゴニオメータ
を使用し、同一の検査者が実施した。すべての対
象者に対して TSCの非装着時と装着時に計測を
行い、すべての測定順序はランダムとした。 また、
すべての被験者への計測は同一日に実施し、各施
行の間に 1分間以上の休憩をとることで、疲労に
よる影響に配慮した。
統計処理には IBM社製 SPSS ver 27を用いて
解析を行い、有意水準は 0.05とした。統計解析は、
統計解析は、2回の測定の平均値を代表値とした。
比較として三角筋中部線維と僧帽筋上部線維のそ
れぞれにおいて、TSC装着時と非装着時の角度ご
との筋活動量を二元配置分散分析にて解析し、事
後検定として Bonferroni法にて多重比較を行っ
た。

3. 結果
二元配置分散分析の結果、三角筋中部線維の筋

活動量は角度ごと、および TSCの有無のいずれに
おいても有意水準を満たし（p＜ 0.05）、交互作用
があることを認めた（p＜ 0.05）。図3に示すよう

に、TSC装着の有無に関わらず外転角度が大きく
なるにつれて筋活動量が有意に増加し、TSC非装
着よりも装着時に筋活動量が高値を示した。僧帽
筋上部線維の筋活動量でも角度ごと（p＜ 0.05）、
および TSCの有無（p＜ 0.05）のいずれにおいて
も有意差と交互作用を認めた（p＜ 0.05）。しかし、
角度ごとの筋活動量の比較では、0°と 30°の間に
は有意差を認めなかったが、60°と 90°では他の
角度位と比較して有意差が認められた。筋活動量
は TSC装着時の値が非装着時に比べて高値を示
した。

4. 考察
健常成人 25名を対象に TSC装着が肩関節外転
動作における肩関節周囲筋活動に及ぼす影響を検
証した。結果として、三角筋中部線維の活動量は
外転角度に比例して増加し、すべての角度で TSC
を装着した場合に有意に増加し、僧帽筋上部線維
の活動量は、TSC装着によって非装着時よりも増
加した。特に、肩関節外転角度が 60°および 90°
の条件において有意な増加が認められた。
頭部前方位姿勢など脊柱アライメント不良によ
り肩甲骨位置異常が生じることで、肩甲上腕関節
への負担が増大することも報告されている 7,8,20）。
TSCを装着することで腹横筋などの体幹筋群が
賦活し姿勢が矯正される理想的な姿勢で上肢への

図 3　健常成人での肩関節外転運動と TSCの有無における筋活動量の比較
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運動療法を実施することで三角筋や僧帽筋などの
肩関節周囲筋の筋活動量が増加することが考えら
れる。また Reddy21）らは、肩峰下インピンジメン
ト症候群単独の患者において三角筋や腱板筋群の
筋活動が低下していることを報告している。肩峰
下インピンジメントを増強させる因子として、関
節構造の問題と関節運動の問題があり、肩甲帯周
囲筋筋の機能低下が挙げられ、Ludewigらは肩甲
骨運動の異常とも報告している 22）。三角筋には肩
甲上腕関節の安定化機能があることが報告されて
おり 23,24）、肩甲骨上方回旋に必要な筋としては前
鋸筋下部線維、僧帽筋上部線維、下部線維であり、
フォースカップルを形成し運動を行うとされてい
る 25,26）。これらのことから三角筋と僧帽筋の筋活
動が向上することで上肢機能に良い影響を与える
ことが考えられる。我々は、肩関節疾患者を対象
として研究を実施し、TSCを使用することで肩甲
骨の上方回旋角度が有意に大きくなり、肩関節外
転運動時の肩甲骨の 3次元的な動きが向上したこ
とを報告している 27）。そこで、TSC装着効果とし
て、健常成人において肩関節外転運動時の肩甲骨
の 3次元的な動きが向上するとともに、肩関節周
囲筋である三角筋中部線維と僧帽筋上部線維の筋
活動量が高まるという結果が得られた。これによ
り、肩甲上腕関節の安定化機能を高めることが示
唆できた。そのため、肩関節周囲筋の筋力トレー
ニングを効果的に行うことが、インピンジメント
症候群などの肩関節疾患への予防や治療に対して
も効果的であり、TSCを装着しての肩関節周囲筋
における筋力トレーニングはこの効果を高めるこ
とも期待できることが示唆された。

Kapandjiは、上肢前方挙上ではあるが 120°から
180°位において非挙上側の脊柱起立筋に筋活動の
増大を認め 28）、高橋らは、両側の脊柱起立筋群が
すべての挙上角度において上肢下垂位と比較して
有意に筋活動が高まることを報告している 29）。体
幹筋は腰椎を支える筋群であり表層筋と深層筋の
二つに分けられる。まず、表層筋は腹直筋、内・
外腹斜筋などがあり、胸郭と骨盤をつないで身体
の大きな運動を起こす役割を持っている。それに
対し、深層筋（ローカル筋やコアマッスルとも呼ば
れる）は、腹横筋や多裂筋などがあり、体の姿勢が

崩れないように自然に調整するなどの安定性に関
与する。これらの体幹筋が加齢に伴い筋力低下や
筋のアンバランスを生じることで、体幹の関節可
動域や機能にも影響を来す。そのため、上肢挙上
運動を目的に理学療法などのリハビリテーション
を提供する際には肩関節のみに注目した運動だけ
でなく、体幹や骨盤のアライメントに対する配慮
が必要である。TSCは、装着することで骨盤前傾、
体幹伸展を促し、体幹筋群である腹横筋や殿筋な
ど良姿勢の保持に必要不可欠な筋を強化できると
される。TSC装着効果を検証した研究として、小
川らは 30）、健常若年者 13名を対象として超音波
診断装置を用いて腹横筋の筋厚を TSC装着の有
無で評価した結果、TSC装着時に有意に腹横筋の
筋厚が増加したことを報告している。Rostamiら
は、通常のコルセットでは腹横筋の筋厚が減少す
ることを報告しており 31）、体幹を外的に固定し安
定性を供給することを目的としたコルセットとは
異なり、TSCを装着することで体幹の筋の活動性
を賦活させる効果があり、その有効性は十分示唆
されている。さらに Richardson32）は、腰椎と骨盤
が後傾位よりも中間位や前傾位の方が腹横筋に良
好な反応が得られたという報告もしている。これ
らの報告に加えて本研究結果より、TSCを装着す
ることで腹横筋の活動を促通するとともに骨盤と
体幹のアライメントが修正し、三角筋や僧帽筋な
どの肩関節周囲筋の活動量の増加につなげる効果
があると考えられる。
本研究の限界として、以下の 2点が挙げられる。

まず本研究は、被験者が利き手のみの計測である
ことや健常成人を対象としており、肩関節に疼痛
や疾患を呈した患者での検証は行っていない。今
後は、非利き手の計測を行うこと、肩こりなどの
有訴者や肩関節疾患者との比較検討も必要であ
る。次に、研究結果にプラセボ効果のバイアスが
含まれないように被験者、介入担当者に対して盲
検化を行っていないことである。介入者は筆頭著
者であるために盲検化が不十分であるという情報
バイアスの影響が含まれていることを考慮するこ
とが今後の課題である。
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5. 結論
TSCを装着しながら運動療法を実施すること

で、より肩関節周囲筋のトレーニング効果を高め
ることも期待できることが示唆された。今後の課
題として、被験者数を増やすことや、長期的に
TSCを使用した際の効果についても検証してい
く必要がある。そして、臨床応用するためにも肩
関節疾患者や不良姿勢を呈した高齢者など肩関節
に疼痛や機能不全を呈した対象への追研究が必要
と考える。
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Abstract:

Objective : The purpose of this study was to clarify the effect of wearing a trunk orthosis (TO), 

which provides resistive force to the joints, on muscle activity around the shoulder joint during 

shoulder joint abduction in healthy people.

Methods : The middle deltoid and upper trapezius fibers of twenty-five healthy individuals were 

examined. Muscle activity was measured using surface electromyography at 0, 30, 60, and 90° of 

shoulder joint abduction in a standing position.

Results : Muscle activity in the middle deltoid muscle increased as the abduction angle 

increased. TO use at all angles was accompanied by a significant increase in muscle activity. 

Muscle activity in the upper trapezius muscle increased with increasing abduction angle, further 

increasing significantly at 60° and 90° when wearing a TO.

Conclusion : The activity of the muscles around the shoulder joint increased significantly when 

wearing a TO during shoulder joint abduction. Wearing a TO during physical exercise therapy 

facilitated the activity of the muscles around the shoulder joint.

Key words: Trunk orthosis, Surface electromyography, Shoulder joint
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1. はじめに
変形性膝関節症（Knee osteoarthritis；以下、膝

OA）は、関節軟骨、半月板、靱帯など、膝関節を
構成する組織の退行性変化を基盤に発症する疾患
である 1）。日本では年間 90万人が新たに発症し、
高齢者の膝関節疾患の中で最も罹患頻度が高いと
されている 2）。関節軟骨の破壊は、圧迫や剪断力

を主因とすることから、日常生活動作（Activity of 
daily living；以下、ADL）において日々繰り返され
る姿勢や動作の力学的ストレスが発症の要因にな
る 3）。そのため、力学的ストレスを軽減して、ADL
能力を向上させるために装具が使用されることが
ある。膝関節に装着する膝装具は、関節の不安定
性や異常運動を関節外から補填し、下肢アライメ

◎原著

軟性膝装具の長さが変形性膝関節症患者の
荷重応答期の膝関節角度に与える影響

─N-of-1 研究による検討─
Objective Knee Orthosis Selection for Patients with Osteoarthritis of the Knee: Validation by N-of-1 Study

山本裕晃 1），小川秀幸 2），白銀暁 3）

要 旨

【目的】N-of-1研究を応用して、変形性膝関節症患者における歩行動作に対する装具の効果を
科学的に検証し、症例にあった効果的な装具選択に役立てることを目的とした。

【対象者および方法】使用する膝装具の選択に難渋する変形性膝関節症患者 1例を対象に、短
い軟性膝装具と長い軟性膝装具の効果を比較検証した。パラメータは、歩行の荷重応答期の
膝関節内反と屈曲角度とし、短い軟性膝装具を装着しての歩行（A）の平均値、長い軟性膝
装具を装着しての歩行（B）の平均値を AB変化量の比較から効果量（Cohen’s d）を算出し
比較した。

【結果】短い軟性膝装具の内反角度が 5.4°、屈曲角度が 24.8°に対して、長い軟性膝装具の内反
角度が 9.1°、屈曲角度が 30.2°であった。Cohen’s dにより算出した効果量は、内反角度（d＝
2.30）、屈曲角度（d＝ 1.04）であり、大きな効果量を認めた。

【結論】本研究の対象者においては、長い軟性膝装具よりも、短い軟性膝装具が適しているこ
とが確認された。今後は、類似した変形性膝関節症患者で同様の検証が進みメタ分析が実施
されるなどして、ランダム化比較対照試験だけに依存しない、変形性膝関節症に対する装具
における効果の多角的なエビデンス構築が進むことが期待される。

キーワード：N-of-1研究、膝装具、変形性膝関節症、歩行

1）：福岡天神医療リハビリ専門学校　理学療法学科
2）：埼玉県総合リハビリテーションセンター
3）：国立障害者リハビリテーションセンター研究所
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ントの修正、膝関節の安定性向上、異常運動の制
御に作用して、疼痛などの症状の緩和と進行の予
防の両面で効果が期待できる 4）。
しかし、膝 OAに対する膝装具の使用推奨度は

25％以下であるとされており 5）、臨床現場におい
て広く活用されているとは言い難い。このような
装具使用の低迷を招いている要因としては、十分
な臨床的有効性を判断するだけの科学的根拠が不
足している点が指摘されている 5）。膝 OAは X線
所見上では同様の病期であっても、疼痛や腫脹な
どの臨床症状、歩行時の動きには個体差があり、
装具の効果にも差が生じやすいことから 6）、均質
な被験者グループを構成した大規模な効果検証が
行いにくい。結果として、装具に対する臨床での
適応判断や効果判定は、関係する理学療法士らの
個々の経験に基づいた判断に委ねられてしまい、
積極的な使用には繋がっていないと考えられる。
一方、大規模なランダム化比較対照試験による

結果が、必ずしも眼前の対象者に対する有効性を
保障するものではないという事実もあって、近年、
各対象者における効果検証を推奨する傾向もあ
る。例えば、事例研究における実験的デザインの
一つである N-of-1研究は、個人内の多重クロス
オーバーデザインであり、対象個人における有効
性を明らかにするために用いられる 7,8）。一部の
Evidence-based medicine（EBM） 指針では、N-of-1
研究はシステマティックレビューと同等かそれ以
上で、バイアスの最も少ない研究手法とされ、最
高位のエビデンスレベルとして位置づけられてい
る 9）。このような N-of-1研究は、どのような介入
に対しても適用できるわけではなく、介入による
効果が即時的で carry-over効果が少ない場合に限
定されている。膝装具の装着は、即時的な効果が
期待でき、また副作用が少ないため症例に対して
安全に処方可能な保存療法の一つであることか
ら 10）、N-of-1 研究に適していると考えられた。ま
た、長い膝装具は装着時の不快感や動作の阻害因
子に繋がること 11）、膝 OAは荷重応答期に膝が過
剰に屈曲し膝の急激な内反（lateral thrust）を認め
ることから 12）、装具の長さや荷重応答期の屈曲と
内反に着目することに意義がある。
そこで本研究は、長い膝装具の方がモーメント

アームは長く、膝関節内反と屈曲を抑制する効果
が高くなることを仮説に、使用する膝装具の選択
に難渋する膝 OA患者 1例を対象として、N-of-1
研究を応用して荷重応答期の内反と屈曲に対する
異なる長さの装具の効果を科学的に検証し、症例
にあった効果的な装具選択に役立てることを目的
とした。このような取り組みは、エビデンス構築
が十分でなく科学的根拠に基づいた選択が難しい
状況において、個々の対象者におけるより科学的
な選択を行うための先行事例の一つとなることが
期待される。

2. 対象および方法
2─1	 対象
対象は、60歳台の女性の膝 OA患者であった。

右人工股関節全置換術を実施した後に回復期リハ
ビリテーション病院へ入院した。理学療法を実施
するとともに合併症の内側型の膝 OAによる左膝
関節痛に対して膝装具の使用を検討していた。な
お、左膝の重症度は Kellgren-Laurence分類 13）を
指標にして Grade 2であり、膝関節可動域は屈曲
120°、伸展 5°、徒手筋力テスト（Manual Muscle 
Test）は屈曲 3、伸展 4、基本動作や ADLは階段昇
降以外自立であった。

2─2	 方法
N-of-1研究のデザインを応用し、候補となる

2種の膝装具が対象の歩行動作に与える影響を調
べた。使用した膝装具は短い軟性膝装具（長さ
20 cm、ファシリエイドサポーター膝ショート：
日本シグマックス株式会社）と長い軟性膝装具（長
さ 32 cm、エクスエイドニーライトスポーツ 2：
日本シグマックス株式会社）であった。いずれの装
具もナイロン、ポリエステル、ポリウレタンの繊
維を使用しており、両側に樹脂ステーがあること
が特徴である短い軟性膝装具を装着した期間（A
期間）と長い軟性膝装具を装着した期間（B期間）
をそれぞれ 3日間、ランダムな順番で 3セットを
繰り返し、装具は計測時のみ装着した。二つの期
間の間には、carry-over効果を除去するために
1日間のウォッシュアウト期間を設定した（図
1）。
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二つの膝装具が歩行動作に与える影響の評価
は、ビデオカメラ（ipad mini4, ios14.2；apple Inc, 
Cupertion, CA, USA）を用いた画像解析によって
実施した。各期間の最終日に、対象の歩行を動画
で撮影した。動画撮影は、対象者の全身が投影さ
れるようにカメラの位置を設定し、歩行路のうち
中間地点の 1 m程度を角度算出に採用した。画像
解析の正確性と効率を高めるために、撮影の開始
前に患側の上前腸骨棘、大転子、大腿骨外側上顆、
膝関節中央、腓骨頭、足関節外果、足関節中央に、
衣服の上でも目立つ色のポイントマーカーシール
（直径 2 cm、ニチバン社製）を貼付した。衣服上に
貼付したマーカーのため、多少はずれることが想
定され、動きを妨げない程度の抑制帯にて衣服が
乱れないように固定した。画像解析では膝関節の
内反角度と屈曲角度を評価指標として、膝関節中
央は膝関節内外側裂隙の中点、足関節中央は足関
節内外果の中点と定義した 14）。内反角度は、前額
面上における上前腸骨棘、膝関節中央を結んだ線
の基本軸に対して、膝関節中央と足関節中央を結
んだ線の移動軸からなる角度とし、屈曲角度は矢
上面上における大転子と大腿骨外側上顆を結んだ
線の基本軸に対して、腓骨頭と足関節外果を結ん
だ線の移動軸からなる角度に設定した（図2、3）。
評価角度の算出タイミングは歩行中の患側の荷重
応答期に設定し、ビデオカメラにて撮影した動画
を静止画に変換し画像処理ソフト ImageJの An-
gle Tool（角度ツール）により算出した。荷重応答期
は、踵での初期接地後に足底が全面接地した直後
と定義した。3セット介入時の内反と屈曲角度の

平均値を採用値として比較し、パラメータである
3セット介入時の荷重応答期の内反と屈曲角度に
ついて、短い軟性膝装具を装着しての歩行（A）の
平均値、長い軟性膝装具を装着しての歩行（B）の
平均値から効果量（Cohen’s d）を算出し比較した。
Cohen’s dは二つのグループの平均値の差を標準
偏差で割った値であり、平均値の違いがどの程度
大きいのかを示す指標である。この計算から得ら
れる値はグループごとの平均値の差を標準化した
ものになっており、効果量の大きさの基準は、d

3日間 3日間 3日間 3日間 3日間 3日間

短い軟性膝装具を
装着した期間
（A期間）

1回目

長い軟性膝装具を
装着した期間
（B期間）

1回目

短い軟性膝装具を
装着した期間
（A期間）

2回目

長い軟性膝装具を
装着した期間
（B期間）

2回目

長い軟性膝装具を
装着した期間
（B期間）

3回目

短い軟性膝装具を
装着した期間
（A期間）

3回目

ウォッシュアウト
1日

ウォッシュアウト
1日

ウォッシュアウト
1日

ウォッシュアウト
1日

ウォッシュアウト
1日

図 1　計測期間の流れ

足関節中央

上前腸骨棘

膝関節中央

図 2　関節角度の算出方法（内反角度）
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＝ 0.2～ 0.4で小さな効果量、d＝ 0.5～ 0.7で中
程度の効果量、d＝ 0.8以上では大きな効果量が
あるとされ 15）、二つのグループには明確な差があ
ると判断される。

2─3	 倫理的配慮
本研究は、福岡天神医療リハビリ専門学校研究

倫理委員会（承認番号：2024─2）、埼玉県総合リハ
ビリテーションセンター倫理委員会（承認番号：
R6─06）によって承認され、ヘルシンキ宣言に準じ
て実施された。対象者には研究内容に関する十分
な説明を行い、本研究への参加についての同意を
文書にて得た。

3. 結果
画像解析により、短い軟性膝装具を装着した際

の膝関節の内反角度は 5.4± 1.4°、屈曲角度は
24.8± 4.9°であり、これに対して、長い軟性膝装
具を装着した際の膝関節の内反角度は 9.1±
1.8°、屈曲角度は 30.2± 5.5°であった（表1）。
Cohen’s dにより算出した効果量は内反角度で d
＝ 2.30、屈曲角度で d＝ 1.04であり、短い軟性膝
装具は長い軟性膝装具よりも内反角度と屈曲角度
ともに小さかった。つまり、短い軟性膝装具は歩
行中の荷重応答期の内反および屈曲を抑制する傾
向を示した。

4. 考察
本研究では、膝 OA患者の歩行動作に対する膝
装具装着の効果を N-of-1研究を用いて検証した。
その結果、短い軟性膝装具は長い軟性膝装具に比
べて、歩行中の荷重応答期の膝関節内反および屈

足関節外果

大転子

大腿骨外側上顆
腓骨頭

図 3　関節角度の算出方法（屈曲角度）

表 1　荷重応答期の膝関節内反・屈曲角度の比較
内反角度［°］ 屈曲角度［°］

A（短膝装具） B（長膝装具） A（短膝装具） B（長膝装具）
1セット目 3.9 19.4 10.3 24.8

2セット目 5.8 28.9 7.1 30.0

3セット目 6.5 26.2 9.9 35.7

平均値 5.4 24.8 9.1 30.2

標準偏差 1.4 4.9 1.8 5.5

Cohen’s d 2.30 1.04
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曲を抑制する傾向を示した。
膝 OAは、荷重応答期に膝が過剰に屈曲し、立

脚側に体幹側屈を認め、また膝の急激な内反（lat-
eral thrust）を認める 12）。そのため、膝 OAの荷重
応答期における膝関節内反と屈曲は抑制されるこ
とが望まれる。しかし、内側型膝 OA患者は歩行
時にみられる lateral thrustに代表される異常運
動が関節軟骨の破壊を進め、さらなる内反変形を
助長する 16）。膝装具は、膝関節の安定性を向上さ
せ、異常運動を制御し、下肢アライメントを修正
することで関節面への負荷を減らすことができ、
疼痛の軽減や膝 OAの進行予防が期待できる 6）。
また、軟性膝装具は lateral thrustの抑制に効果が
あり、歩行時の lateral thrustの大きな症例におい
ては疼痛軽減に繋がる可能性があることが報告さ
れている 17）。これについて、軟性膝装具が膝全体
を覆うことにより膝関節周囲筋を圧迫および刺激
し、締め付けによる装着圧力の効果が異常運動の
抑制および疼痛軽減に関与したとされている。本
研究においても、それらの影響があり、膝装具の
装着効果に反映したものと考えられる。
また、本研究は長い膝装具の方がモーメント

アームは長く、膝関節内反と屈曲を抑制すること
を仮説にしたが、短い膝装具の方が抑制する結果
を示した。これについて、長い膝装具と短い膝装
具の効果を比較した研究では、両者に Lequesne
の重症度指数や重心動揺計を用いたバランスの比
較において、有意差が認められなかったことが報
告されている 18）。その要因として、装具の非装着
時に比べていずれの装具を装着した場合にも重症
度指数や重心動揺は有意に減少したが、長さの違
いによる両群間での有意差は認められず、比較的
短い膝装具でも十分に制動機能を果たすことが述
べられている。さらに、短い軟性膝装具の有用性
を検証する目的で、長い軟性膝装具と短い軟性膝
装具の無作為化割り付け前向き試験を行った研究
では、4週間の治療期間中に装具装着の中止を申
し出た者は、短い軟性装具群で 31例中 2例
（6.5％）、長い軟性装具群で 29例中 12例（41.4％）
であり、その割合には両群間で有意差があっ
た 11）。長い軟性装具の使用を中止した理由として
は、デザイン性への不満や、装着することにより

逆に疼痛が増したことなどが報告されており、そ
れらの点から、比較的短く軽量でデザイン性の高
い軟性装具が好まれる可能性が考えられる。本研
究の対象者においても、長い軟性膝装具は装着時
の不快感や動作の阻害因子に繋がり、結果として
短い軟性膝装具の方が高い効果を示した可能性が
考えられる。
本研究の限界として、N-of-1研究の特性上、得

られた結果を他の膝 OA患者にそのまま適用する
ことはできない点に注意が必要である。また、課
題が膝装具の装着であったことから、対象者と評
価者の両方に対してブラインド（盲検化）が困難で
あり、結果に影響した可能性がある。前者につい
ては、眼前の対象者における装具の有効性を確認
する目的においては、それほど問題にはならない
と考えられる。一方、後者は、対象者および評価
者のバイアスを排除するために可能な限り配慮さ
れるべきであり、本研究では難しかったが、比較
する装具や機能によっては工夫の余地があると考
えられた。さらに、データ数が少なく統計学的有
意差の検定が困難であったため、今後は統計学的
解析が可能なデータ数を確保し結果の信頼性を向
上させることが望まれる。

N-of-1研究は、現在行っている介入が目の前に
いる対象者に対して効果があったかどうかを検証
することに適しており、臨床現場での高い応用可
能性が注目されるようになってきている。また、
N-of-1研究のシステマティックレビューが、ラン
ダム化比較対照試験のそれと並び、介入の有効性
に関するエビデンスレベルの最上位に位置付けら
れることもあることから、今後は類似した膝 OA
患者にて同様の研究を進めて知見を増やし、その
メタ分析へと発展していくことが期待される。

5. おわりに
本研究は、N-of-1研究を応用して、膝 OA患者

における 2種の軟性膝装具の効果を比較検証し
た。結果、本研究の対象者においては、歩行時の
膝関節角度の違いから、長い軟性膝装具よりも短
い軟性膝装具が適していることが確認された。こ
の結果は他の膝 OA患者にそのまま適用できない
が、対象者にとって、信頼性の高い方法によって
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得られた適切な装具選択であったと考えられる。
今後は、類似した膝 OA患者での同様の検証が進
みメタ分析が実施されるなどして、ランダム化比
較対照試験だけに依存しない、膝 OAに対する装
具効果の多角的なエビデンス構築が進むことが期
待される。

6. 利益相反
本研究において、開示すべき利益相反はない。

7. 謝辞
本研究にご協力いただきました被験者、および

計測実施施設の関係者の皆さま方に深謝いたしま
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Abstract:

Purpose : Applying the N-of-1 study, we aimed to scientifically examine the effect of orthotics 

on gait motion in patients with knee OA and to help select an effective orthotic for each case. 

Participants and Methods : The effectiveness of short and long soft knee orthoses was 

compared and verified in one patient with knee OA who had difficulty in selecting the knee 

orthosis to be used. The parameters were the knee joint internal rotation and flexion angle 

during the load-response phase of walking. The mean values for walking with the short soft knee 

orthosis (A) and the mean values for walking with the long soft knee orthosis (B) were 

compared by calculating the effect size (Cohen’s d) by comparing the AB changes. 

Results : The short soft knee brace had a medial angle of 5.4° and a flexion angle of 24.8°, while 

the long soft knee brace had a medial angle of 9.1° and a flexion angle of 30.2°. The effect size 

was large. 

Conclusion : Short soft knee braces were found to be more suitable than long soft knee braces 

in the subjects in this study. In the future, it is hoped that similar validation in similar knee OA 

patients will proceed and meta-analysis will be conducted to build multifaceted evidence of 

effectiveness in orthotic use for knee OA, rather than relying solely on randomized, controlled 

trials.

Key words: N-of-1 Study, orthosis, Knee osteoarthritis, Gait
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編集後記
2025年も、自然災害や国際的な課題など、私たちの生活に影響を及ぼす出来事が続いています。日々の業務や教育・研
究活動においても、想定外の状況への対応力が求められる時代になりました。そんな中でも、支援工学理学療法は「人を支
える技術」として、その重要性がより一層高まっているように感じます。
日々進化する技術と、それを現場で活かす理学療法士の実践知。この両者が交差する場として、本学会誌は非常に意義
ある存在です。現場での知見や研究成果が誌面を通じて共有され、新たな発見や連携が生まれていく。その循環こそが、
支援工学理学療法の本質であり、私たちの専門性の強みではないでしょうか。
これからも、本誌が皆様の活動を後押しする一助となれば幸いです。ご投稿・ご意見もお待ちしております。
残暑が続きますが、皆様どうかご自愛ください。
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